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       BIMライブラリーコンソーシアム 


第１４回 運用部会 議事次第 
 


 


日時：平成 30年 11月 26日(木)15:00～16:30 


場所：株式会社コンピュータシステム研究所 GSA事業部 会議室 


 


１．開会 


BLC入会企業のご紹介 


「Aureole Construction Software Development Inc」 


（オレオル CSD・三谷産業(株)全額出資ベトナム子会社） 


 


２．議事 


（１） 第 13回運用部会（9/20）議事録（案）確認   【資料 運 14-2】 


 


（２） BIMライブラリーコンソーシアム平成 30年度臨時総会(10/4)報告 


・BLC-BIMオブジェクト標準（Version1.0）報告書   【資料 運 14-3】 


・主要な質問とその回答      【資料 運 14-4】 


 


（３） 各規約の検討 


・検討事項       【資料 運 14-5】 


・基本規約+4規約現行案      【資料 運 14-6】 


 


３．その他 


・今後の作業内容、スケジュール等について   【資料 運 14-7】 


・新聞記事「BIMプラットフォーム実装に PRISM活用」  【資料 運 14-8】 


 


 


・会議資料一覧 


【資料 運 14-1】 第 14回運用部会議事次第 


【資料 運 14-2】 第 13回運用部会議事録（案） 


【資料 運 14-3】 BLC-BIMオブジェクト標準（Version1.0）報告書 


【資料 運 14-4】 主要な質問とその回答 


【資料 運 14-5】 規約事項 変更検討箇所 


【資料 運 14-6】 基本規約+4規約現行案 


【資料 運 14-7】 平成 30年度 BLC部会等開催スケジュール 


【資料 運 14-8】 新聞記事 


 


・次回 


日 時：平成 31年 2月 25日（月）時間 15:00～16:30 


場 所：株式会社コンピュータシステム研究所 GSA事業部 会議室 


資料 運 14-1 
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第 13 回 BIM ライブラリーコンソーシアム・運用部会議事録（案） 


 


日 時 ： 平成 30年 9 月 20 日（木） 15:00～17:00 


場 所 ： 四谷・(株)コンピューターシステム研究所 GSA 事業部 会議室 


出席者 ： 14名 


第 13 回運用部会参加者リスト 


首都大学東京 山本 康友 ○ (一社)buildingSMART Japan 榊原 克巳 ○ 


(一社)buildingSMART Japan 山下 純一  (株)CADネットワークサービス 南谷 親良  


(一財)建築保全センター 寺本 英治 ○ (株)CADネットワークサービス 増田 甲介  


大森法律事務所 大森 文彦 ○ (有組)C-PES研究会 安孫子義彦  


(株)大塚商会 水野 一哉  (株)ＣＰＣ 宮田 信彦  


河村電器産業(株) 榎 寿哲 〇 (株)安井ファシリティーズ 飯島 憲一  


グラフィソフトジャパン(株) ﾄﾛﾑ ﾍﾟｰﾃﾙ  (株)安井ファシリティーズ 繁戸 和幸  


グラフィソフトジャパン(株) 平野 雅之  凸版印刷㈱ 馬地 宏一  


(一財)建設業振興基金 帆足 弘治  大日本印刷㈱ 田崎 誠  


(株)構造計画研究所 緒方 翼  大日本印刷㈱ 吉田 集  


(株)構造計画研究所 鎌田丈史  応用技術(株) 近藤伸一 ○ 


鹿島建設(株) 安井 好広 〇 (株)CADネットワークサービス 清橋 裕 〇 


(地法)日本下水道事業団 金澤純太郎  (株)CADネットワークサービス 佐久間かおる  


(地法)日本下水道事業団 新井 知明  （一財）日本建設情報総合センター 高津 知司  


日本メックス(株) 野口 順二 ○ (公社)日本建築家協会 藤沼 傑  


（株）中電工 宮川 久  (公社)日本建築士連合会 木村 行道  


（株）中電工 田中 佑樹  (公社)ロングライフビル推進協会 鈴木 昌治  


日比谷総合設備（株） 下田中龍宏  (公社)ロングライフビル推進協会 高倉 智志  


(株)キャディアン 笠原 靖子  （国研開）建築研究所 高橋 暁  


(株)キャディアン 山﨑 裕子  （国研開）建築研究所 武藤 正樹  


(株)キャディアン 中野 健成  (公社)日本建築積算協会 森谷 靖彦  


(株)キャディアン 植松良太     


野原ホールディング㈱ 能勢平太郎     


   (一財)建築保全センター 池田 雅和 ○ 


(株)コンテンツ・シティ 土井宏文 〇 (一財)建築保全センター 山中 隆 ○ 


(株)コンテンツ・シティ 光山ヨーコ 〇 (一財)建築保全センター 渋田 玲 ○ 


資料 運 14-2 
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 配布資料一覧 


【資料 運 13-1 第 13 回運用部会議事次第】 


【資料 運 13-2 第 12 回運用部会議事録（案）】 


【資料 運 13-3 知的財産権について（土井宏文氏資料）】 


【資料 運 13-4 BLC･BIM オブジェクト標準に関するアンケート集計結果】 


【資料 運 13-5 各規約の検討事項】 


【資料 運 13-6 BIM ライブラリーコンソーシアム平成 30年度臨時総会・講演式次第(案)】 


【資料 運 13-7 平成 30年度 BLC 各部会等の開催スケジュール（案）】 


【参考資料】 


 ・コンテンツ・シティ 土井宏文氏プロフィール 


 ・BLC 参加企業・団体一覧 BLC運用部会委員名簿 


 ・ArchiFuture2018（10/26）パンフレット 


 ・buildingSMART International Summit, Tokyo(10/16~19) 


 


 議事（１）第 12 回運用部会（6/28）議事録（案）確認 


【資料 運 13-2】の読み合わせ確認を行った。（BLC 事務局/渋田） 


 


 議事（２）知的財産権について 


土井宏文氏より、【資料 運 13-3】と PowerPoint を用いて知的財産権について各種事例を挙げながら


説明頂いた。 


 要点 


用語の概念、定義について BIMに関するもの 


1. 著作物 


人が頭を使って創作した表現物。（アイデア・構想段階では不可） 


2. 著作権 


著作権侵害とそれを禁止する権利 


著作人格権 氏名表示権 誰が作ったか 


同一性保持権 改変をされない権利 


著作財産権 複製権  コピーされない権利 


上映権  ３D データを画面上で表示されない権利 


公衆送信権 インターネットで無断配信されない権利 


譲渡権  不正に譲渡 


貸与権  不正に貸与 
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翻訳権・翻案権 改変をされない権利 


二次的著作物の利用に関する権利 原作者と二次著作者の両方に権利が発生 


みなし侵害 権利侵害品の頒布 複製権侵害にみなす 


  不正プログラムの使用行為 


  権利管理情報の改変行為 


  名誉声望を害する利用行為 BIM データを使って評判を落とす行為 


 


3. 商標・商標権 


商標権は商品もしくは役務に関連するもの。 


 


4. 意匠・意匠権 


意匠＝物品のデザイン。画面デザインも意匠。 


物品＋工業上利用することができるデザインで、範囲が広い。 


工業上利用できる＝大量生産できるもの。 


 


5. 特許・特許権 


発明＝技術的思想の創作のうち高度なもの。実用新案とは区別される。 


特許権＝発明者に対して特許権を付与する。発明だけでは保護されない。著作権は制作時点で


発動する。 


発明の実施：プログラムのネットを通じた配信も含む。 


 


6. 不正競争防止法 


営業秘密の不正利用、商品形態の模倣を保護する。商標、意匠登録なくとも差し止め請求が出


来る。商品形態模倣行為は 3 年間の保護。BIM ライブラリ掲載部品の形態の保護の方法として


ある。 


改正：現行法では守られるのは営業秘密のみだが、改正で技術的制限手段の回避行為が禁止。


「限定提供データ（ID,Password 等で守られるもの）」も保護される。 


 


BIM ライブラリーにおける知的財産権の概観 


ライブラリの運営システム＝プログラムの著作物（著作権法） 


ライブラリの運営システムはプログラムの著作物として保護される。 


プログラムそのものはベンダーが製作するが、通常は BLCに権利譲渡する。 


システムと BIMモデル＝データベースの著作物（著作権法） 


情報の選択または体系的な構成によって創作的に表現された著作物 


（データベースの部分を構成する著作物の著作者の権利に影響しない） 


BIM モデル 


 限定提供データとして保護（不正競争防止法） 


BIM オブジェクト 
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 ３D 形状情報＝建築の著作物・美術の著作物にあたる可能性あり（著作権法） 


 ２D 図面＝図形の著作物にあたる可能性あり（著作権法） 


建築的な部位・素材 


意匠・発明・商標登録されていればそれぞれ保護される（意匠法・特許法・実用新案


法・商標法） 


 登録されていなくても商品形態模倣行為は 3 年間の保護（不正競争防止法） 


運営システムの技術的な保護手段をかいくぐってデータを取り出す行為 


 技術的保護手段の回避行為（著作権法） 


 技術的制限手段の回避行為（不正競争防止法） 


いろいろな保護の方法があり、データ提供者も運営者も注意していく必要。 


 


BIM ライブラリーの知的財産権として何があるか 


・データベースの著作物 認められる可能性は高い。 


 情報の選択または体系的な構成によって表現された著作物（例：タウンページ） 


注意：データベースが侵害された場合、データベースの部分の著作物（掲載された３D データ


等）も侵害となる可能性がある。 


・プログラムの著作物 


 ライブラリ運営のオペレーティングプログラムは著作物性が認められれば保護される。 


 配布するアプリケーションも〃。 


※シンプル・機能的になるほど著作物として認められる範囲は狭い。特許法で保護する方法も


あり、検討する必要あり。 


・BLC マークの商標登録した場合 


 データ提供サービスに関する役務に対する商標として設定 


（[38 類]電気通信、[42 類]科学技術または産業に関する調査研究及び設計ならびに電子計算機


またはソフトウェアの設計及び開発） 


 類似サイトができた場合、商標法違反で訴えることができる。侵害の判断は著作物より楽。 


・掲載データの製作者の権利 


建築の著作物として保護（美的外観、独創性が必要。）[著作権法] 


美術の著作物として保護（量産できる応用美術は美術の著作物になりにくい） 


注意：単なるデータや数字は著作物に当たらない。 


2 次元図面は図形の著作物として保護される可能性がある。 


ライブラリ内の図面・模型を元に建設すると、建築の著作物の複製に当たる。 


物品の意匠 


意匠登録さええれば意匠権が発生。効力範囲が広く、物品・形態が類似であれば発動する。 


発明や考案 


「物品の形状だけの特許」が発明や考案が設定登録されていれば特許権・実用新案権が発生す


る。 


製品に係る商標 
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 商標登録されていれば商標権が発生する。 


不正競争防止法 


 商標登録や意匠登録がなくても保護される可能性はある。 


 


知的財産権の侵害 


BLC外部による侵害 


全体の無断複製は BLCが対応する。 


データベースの著作物、プログラムの著作物に係る著作権侵害で訴える 


複製は私的利用でも複製権侵害 


二次的著作物は著作権が譲渡されていたとしても原著作者には著作者人格権の不行使


特約＞差し止め請求可能 


個別データの無断複製は「現データ提供者による対応」になる。 


 BLCはデータ提供者からの利用許諾だけでは、BLC は侵害対応の主体とならない。 


  


著作権法＞差し止め、損害賠償、不当利得返還、信用回復措置請求 


注：親告罪。TPP発行すると非親告罪になる 


相手の故意・過失を立証する必要がある。 


意匠法、特許法、実用新案法、商標法、不正競争防止法 


  ＞差し止め、損害賠償、信用回復措置請求 非親告罪 


過失推定ですぐ認定される。訴える場合は強い。 


BLC内部での侵害 


 プログラムの改変（BLC主体） 


  プログラムの著作権の翻案権・同一性保持権の侵害 


 第三者への無断提供（BLC 主体） 


  プログラムの著作物の複製権・公衆送信権・譲渡権・貸与権の侵害 


 データベースの改変・無断提供（BLC もしくは現データ提供者主体） 


CG 画像を映画会社等に無断譲渡した場合 


原データ提供者の美術の著作権、複製権・譲渡権・上映権の侵害 


 現データ提供者の許諾を得る必要がある。 


------------------------- 


著作権（財産権） 


利用許諾された著作物の複製は著作権者の承諾を得ない限り譲渡不可 


 


その他留意点 


プロバイダ責任制限法 


 特定電気通信役務提供者が権利を侵害した情報の発信者である場合は責任を負う 


不正アクセス禁止法 
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著作権の登録制度 


 登録は権利発生及び権利行使の要件ではない。（一財）ソフトウェア情報センター 


 


 質疑 


P16 類似の定義 名称はそのまま形状を変えた場合は？（山本） 


 文字が入っていればほぼ認められる。文字のみと形状含むものを何種類か取得しておくことも 


 J プラットネットで紹介 


商標の国際登録は可能か（榊原） 


 可能。マドリッド協定。十数ヶ月異議が出なければ自動登録となる。 


海外で類似の使用例がある場合は 


 文句を言っておく？ 


海外からのアクセス、国際化、連携をとる場合は（寺本） 


ベルヌ条約に加盟していれば自国同様に保護される 国際法上新開の会った地域が管轄となる 


 非加盟国からの発信も自国内では保護されるが、実効性がない。 


BLCマークをうったものの改変は（寺本） 


 現データ提供者の許諾無く改変は不可 


 利用許諾で改変、第三者にも許容をメーカー契約に最初からとっておく 


  原著作者の同一性保持権 意図に反する改変への訴えは強い 


 BLCが著作権管理事業者となり得る 様式を決めておくのがわかりやすい 


 


bimObjectが登録されているが使用すると侵害に当たるか（山中） 


 普通名詞の文字自体は商標とならない。 


商標登録を受けられない商標のはず。 


 


当社で「バリューアップリニューアル」を商標登録した（野口） 


「BIMライブラリー」も登録されたら使えなくなるか？ 


 異議申し立て、登録無効の審判を申し立てが可能。 


 商標や役務とあわせて登録されるので、それで成立する場合もある。 


 


「プログラムの著作物」はバージョンアップの場合も登録が可能か（渋田） 


 可能。二次的著作物になる。 


 


補足 


故意過失は原告側の立証責任となる 


できる限り設定登録するかたちにした方が保険になる 
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 その他 


 今年度部会スケジュールについて 


【資料 運 13-7 平成 30年度開催スケジュール】 


第 14 回運用部会 平成 30年 11月 26日（月）15:00～16:30 


第 15 回運用部会 平成 31年 2 月 25 日（月）15:00～16:30 


いずれも場所は四谷 CST会議室に確定 
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BLC-BIM オブジェクト標準(version1.0)に関する報告 2018/10/04 


目    次 


第 1 章 BLC-BIM オブジェクト標準に至るプロセス 


1.1 BIM 概要               


1.2 BIM オブジェクトの標準化及び集約化(ライブラリー化)のメリット 


1.3  BIM オブジェクトの標準化及び BIM ライブラリーに関する先進的な取り組み 


1.4   Stem、BE-Bridge 等の承継 


  1.4.1 Stem の概要及び特徴 


  1.4.2 BE-Bridge の概要及び特徴 


1.5   BIM オブジェクト標準に関する BLC の取組み 
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第 1 章 日本版 BIM オブジェクト標準に至るプロセス 


1.1 BIM 概要 


BIM ライブラリーコンソーシアム(BLC)のきっかけとなった次世代公共建築研究会 IFC/BIM 部会で


は、BIM とは何か、また BIM 活用のメリットとは何かを次のように示している。 


 


図 1.1  BIM とは 


 


図 1.2  BIM 活用のメリットは 
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1.2 BIM オブジェクトの標準化及び集約化(ライブラリー化)のメリット 


効率的に３次元で設計を行う手法として BIM は一般的には、1.1 に示すメリットがある。しかし、実


際に利用する場合には、BIM の導入コストが高い、操作に習熟する必要がある、プロジェクトで利用す


る部品・製品等(BIM での「オブジェクト」という)が手に入らない等の課題がある。ここでは、これら


の課題の中で、オブジェクトの標準化に焦点を当てて、BLC が取り組んできた成果を以下に紹介する。 


BIM を利用する際に繰り返し利用する部品・製品等を、あらかじめ作成してライブラリーとして共通


に利用できる形式にしておくことは、作業の効率化につながる。さらにオブジェクトに格納する情報の


内容、配列が共通化・標準化していれば、企画・設計から運用・維持管理までのライフサイクルにわた


るプロセスで、技術計算、資産管理等の幅広い業務で効率化か図られ、また異なる組織間での情報伝達


が円滑に進む。さらに、情報の内容、配列が共通化・標準化していれば、設計・生産の各業務における


BIM を中核としたソフトウェア利用が進み ICT 活用の活性化が期待できる。以下に BIM オブジェクト


標準化によるメリットを示す。 


 


 


図 1.3  BIM オブジェクトの標準化及び集約化（ライブラリー化）のメリット 


 


(1) 建物所有者、発注者のメリット 


「設計等の見える化が発注者の意図が確実に伝わり、結果として手戻りが減少することになる。また


設計者・施工者、メーカーが相互の情報伝達の円滑化、効率化は、結果として建物の品質向上とな


り、建物所有者・発注者にとってもメリットとなる。さらに引渡し情報が標準化されることは維持管


理の効率化になる。 
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また、設計の早い段階で統一感のある仕様策定業務とその共有化が図られることによりコストマネジ


メントの進化が期待できる、という面の方が発注者にとって大切である。 


(2) ユーザー(設計者、施工者等のメリット) 


各プロジェクトにおいて、異なる仕様で、繰り返し建築製品・設備機器等の BIM 化に要する作業の


省力化、各段階での情報伝達の円滑化等の効果は非常に大きい。 


(3)BIM オブジェクトの標準化の効果の数量化 


BIM オブジェクトの標準化の効果を直接測定した調査はないが、米国の国立標準技術院(NIST)によ


る報告 GCR04-867 において、「情報伝達の不備に起因する損失」に関して数量化した調査報告では


2002 年での情報伝達の不備に起因する損失は 158 億ドル(約 1 兆 7400 億円)で、その 2/3 が運用・維持


管理段階に発生していることが報告されている。またこの報告を引用した米国連邦調達庁(GSA)の


「BIM ガイドシリーズ 08 ファシリティマネジメント」では、米国連邦調達庁(GSA)の 2010 年の事業


費 180 億ドルの少なくとも 4.3%とされている。以下に詳細を示す。 


(4)NIST  GCR04-867 


「データの互換性がないために非効率なデータの作り替えが発生し、控えめに見積もっても 2002


年では、国内の設計・建設と運用費合計の 8657 億ドル(約 95 兆 2300 億円)のうち、158 億ドル(約


1 兆 9000 億円)が無駄になっている」と NIST が 2004 年に指摘している。 


表 1.1 情報伝達の不備に起因する損失   単位：100 万ドル
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(5)米国連邦調達庁(GSA)の BIM ガイドシリーズ 08 ファシリティマネジメント 


NIST  GCR04-867 を引用して、これを米国連邦調達庁(GSA)の 180 億ドル(約１兆 9800 億円)の


2010 年の事業費に当てはめれば、年間 774 百万ドル(約 851 億円)の無駄と手直しになると説明して


いる。これは事業費(米国連邦調達庁は設計、建設、運用・維持管理を実施)の 4.3%に相当する。 


 


 


 


図 1.4 BIM ガイド 08 FM(GSA) 
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1.3 BIM オブジェクトの標準化及び BIM ライブラリーに関する先進的な取り組み 


現時点で把握されている BIM オブジェクトの標準化及び BIM オブジェクトライブラリー(正確には


このように表現されているが、以下「BIM ライブラリー」という表現を一般に用いる。ただし海外の報


告書の紹介では原文のままとする。)に関する取り組みを下表に示す。 


(1) 国際建設情報協議会(ICIS)と NATSPEC(オーストラリア専門企業協会連合会)の共同調査 


設問 4 及び設問 3 は、国際建設情報協議会(ICIS)と NATSPEC(オーストラリア専門企業協会連合会)


が共同して実施した BIM ライブラリー調査（2015 年）から抜粋したものである。 


この調査の目的は、「どのような BIM ライブラリーがグローバルに存在するか、把握することを目的


としている。調査は 2014 年 12 月に完了し、各国の ICIS 会員代表者に加えて、ICIS 会員、


buildingSMART 各支部および ISO TC59/ SC13 委員に公開された。この報告の目的は、「調査で判明し


たことを要約し、グローバルな知識の普及を支援することである。」と説明されている。 


 


表 1.2 BIM オブジェクト標準の有無に関する設問 


設問 4  BIM オブジェクトを作成するための標準を貴国ではありますか? 


 


[回答あり: 38   無回答: 1] 


[標準ありと回答した国]: 


•オーストラリア: BIM‐MEPaus 


•オーストラリア: REVIT オブジェクトに関して、オーストラリアとニュージーランドで Revit 標準 


(ANZRS)を保有。 


•オーストラリア: http://bim.natspec.org/index.php/natspec‐bim‐documents/national‐bim‐


guide 


•英国: NBS BIM オブジェクト標準 


•オランダ: CB‐NL, 概念的ライブラリー; DRS Dutch Revit Standard. 


•オランダ: COINS format http://www.coinsweb.nl/ 


•ノルウェー: NS 8360 (x3). 


•シンガポール: BIM Guides Singapore その他 


[その他の意見] 


・中国：私達は IFC と等しい標準を持ち、アプリケーション標準と関連標準を開発している。 


・デンマーク：現在、手始めにオブジェクトライブラリーについて議論中である。 


[NATSPEC のコメント] 


・MEP オブジェクトのための BIM‐MEPaus および RE VIT オブジェクトのための ANZRS を除い


て、オーストラリアでは他にオブジェクト作成標準はない。 


・CB‐NL はデジタルの辞書である：オブジェクトとスペースの定義の集合体である。 


・NS 8360 は、現在委員会審議の過程にあり、まだ未公開である。 


・buildingSmart 韓国は、オブジェクト開発ガイドの開発途上である。 
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表 1.3 BIM ライブラリーの有無に関する設問 


設問 3  国内統一の BIM オブジェクトライブラリーはありますか?    


 


[回答あり: 39  無回答: 0] 


[BIM ライブラリーを保有しているとの回答] 


•オーストラリア: AMCA BIM‐MEPaus 


•オーストラリア: http://buildingsmart.org.au/campaigns/the‐national‐bim‐initiative‐


nbi/#.VH6kFTGUcj4(その後変更) 


•カナダ: https://www.buildingsmartcanada.ca/about‐us/ 


•英国: www.nationalbimlibrary.com 


•Norway: NS 8360: 現在ホームページはない. www.standard.no 参照 


[その他の意見] 


•オランダ: cb‐nl.org. 公開されていないがオランダの水・道路委員会 BIM ライブラリーがある。 


•米国: 多くの民間企業が BIM オブジェクトを提供している。 


[NATSPEC の意見] 


・オーストラリアの統一ライブラリーは、特に MEP(設備)オブジェクトのための RE VIT ベースの、


唯一の AMCA BIM‐MEPaus ライブラリーである。 


・カナダは、まだ全国的なオブジェクトライブラリーを持っていない。 


・NS 8360 は、オブジェクトライブラリーではないが、命名、オブジェクト及びオブジェクトライブ


ラリー作成の標準で、委員会審議過程にあり、まだ公開されていない 。 


・オランダ cb‐nl 概念ライブラリーは、オブジェクトライブラリーではなく、デジタル辞書であ


る： オブジェクトと空間の定義の集合体である。 


・buildingSmart 韓国は、全国的なオブジェクトライブラリー開発の 3 か年プロジェクトの途中であ


り、オブジェクト開発ガイド案と 500 以上の RE VIT オブジェクトをすでに作成している。 


 


 


上記調査を基礎にして、英国及びノルウェーへの調査(2015 年 10 月)、オーストラリア空調衛生工事


業協会(AMCA)との打合せ(2016 年 6 月) 、その後追加された BIM ライブラリーの情報を加え、さらに


アクセスできないものは除き、現在活用されている BIM ライブラリーの一覧を表に示す。 


なお、上記調査の詳細は、「資料 5：国際建設情報協議会(ICIS)/NATSPEC の BIM ライブラリー調査


（2015）」を参照のこと。 


 


(2) 国際建設情報協議会(ICIS)のプロジェクト#2 


また BIM ライブラリーと仕様書との関係に関する調査として、「国際建設情報協議会(ICIS)のプロジ


ェクト#2 「 CONNECTING SPECIFICATIONS AND BIM」(2014)」がある。この調査の目的は、


「仕様書情報と BIM を関係づけ、統合することに関する様々な方法を、その潜在的な長所、短所等も


含めて、議論した報告を作成すること」と説明されている。調査の詳細は、「資料 6：国際建設情報協議


会(ICIS)のプロジェクト#2（2014 年）」を参照のこと。 


 



http://www.standard.no/
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(3) 現在確認されている製品横断的な BIM ライブラリー一覧 


 


表 1.4 現在確認されている製品横断的な BIM ライブラリー一覧 


名称 概要とウェッブサイト 属性情報


の有無 


属性情報での


検索が可能か 


NBS BIM Object Library 


(英国) 


http:// www.nationalbimlibrary.com 


オブジェクト標準も作成 


あり 不可能 


K-BIM サイト 


(韓国政府系) 


www.kbims.or.kr/ 


韓国語で記述 


不明 


 


不明 


 


AMCA BIM-MEP 


Library(オーストラリア) 


https://www.bimmepaus.com.au/ 


オーストラリア空調衛生工事業協会によ


る設備機器のサイト 


あり 不可能 


MEP Content 


(オランダ) 


https://mepcontent.com/ 


設備機器の専用サイト、属性情報は NBS


に準拠 


あり 不可能 


BIM Object 


(スウェーデン) 


https://bimobject.com/en 


分類が OmniClass、Uniclass2015 等幅


広く対応 


あり、 


少ない 


不可能 


(参考) 


3D カタログ.com 


(日本) 


https://www.3cata.com/ 


住宅部品専用の BIM ライブラリー 


Gloobe で対応 


  


 


近年、企業単位の製品ウェブサイトが作成されつつある。  



http://www.nationalbimlibrary.com/

http://www.kbims.or.kr/

https://www.bimmepaus.com.au/

https://mepcontent.com/

https://bimobject.com/en

https://www.3cata.com/
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   図 1.5 


 図 1.6 


  図 1.7 
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  図 1.8 


  図 1.9 


  図 1.10 
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1.4 Stem、BE-Bridge 等の承継 


 (一財)建築保全センターは、BIM ライブラリーコンソーシアム設立の半年前の、2015 年 4 月に、(一


財)建設業振興基金から Stem、BE-Bridge 等を承継した。 


 Stem は 2014 年度に、2 次元オブジェクト(モデル)から 3 次元オブジェクト(モデル)に拡張を開始し


たところであり、BIM ライブラリーの基礎となるものである。 


 


1.4.1  Stem の概要及び特徴 


Stem の情報形式は、2 次元オブジェクトでも形状情報と属性情報が伝達できるように、両者を ID で


つなぐことが特徴である。またこれは、1.3 の「国際建設情報協議会(ICIS)のプロジェクト#2 


「 CONNECTING SPECIFICATIONS AND BIM」(2014)」に示す情報形式と同じであり、優れた方


式であると理解される。 


 


 


図 1.11 Stem の概要 
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1.4.2 BE-Bridge の概要及び特徴 


空調衛生・電気設備分野の異なる CAD システム間で、各種部材の形状および属性情報を交換できる


仕様で「設備 CAD データ交換仕様 “BE-Bridge (Building Equipment - BRief Integrated format for 


Data exchanGE)”」の略省である。“BE-Bridge”は主要な空調衛生・電気設備 CAD システムでサポー


トされており、空調衛生・電気設備業界におけるデータ交換の標準仕様として利用され、最近の BIM


の普及展開に伴い、3 次元の設備データの交換に利用され、BLC 標準仕様(機器ライブラリー属性仕様)


と連携され、buildingSMARTJapan で IFC プロパティセット情報として BIM 展開が進められてい


る。 


 


 


 


図 1.12 “BE-Bridge”データ交換の流れ 


 


  
出力側 CAD 入力側 CAD 
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1.5 BIM オブジェクト標準に関する BLC の取組み 


(1)コンソーシアム設立まで 


  


2014 年 1 月 任意団体 BIM フォーラムを設置し、毎月 1 回の継続的議論開始 


2014 年 2 月 ICIS レポート「BIM と仕様書をつなぐ」の受領と翻訳 


2014 年 3 月 (一財)建設業振興基金が Stem 等を 2015 年度で終了することを決定し、承継先模索 


2015 年 4 月 建築保全センターが建設業振興基金から Stem、BE-Bridge 等を承継 


2015 年 4 月 建築保全センターに BIM ライブラリーコンソーシアム準備事務局を設置 


2015 年 10 月 BIM ライブラリーコンソーシアム設立総会開催。正会員 38、特別会員 19 団体等。 


 


 (2) 設立趣意書に示す設立趣旨 


『この数年、建築物の企画・設計・施工での BIM 活用が急速に進んでいますが、BIM は本来建物のラ


イフサイクル全般に活用できるものであり、建築物に長寿命化や省エネルギー等が求められる現在、運


用・維持管理(FM)への活用も試みられています。このため形状情報とともに、建築材料・設備機器等の


耐久性、エネルギー使用等の情報を集約し、誰もが容易に利用できる BIM ライブラリーを構築するこ


とが喫緊の課題となっています。 


一方、海外の BIM 先進国では、積極的な BIM 活用により建設生産性と品質の向上などを目標とし、


BIM はプロジェクト受注の必須条件となりつつあり、さらに統一した BIM ライブラリー構築への取組


みも始まっています。 


しかし我が国では、本来建設産業界全体で共有すべき BIM ライブラリーが、現在は BIM 利用者が個


別に作成しなくてはならないため、業務効率の大幅な低下を招いております。 


この状況を打開すべく、関係者が一体となってコンソーシアムを設立し、C-CADEC の Stem 等の成


果を建築分野にも活用・拡張する等して、早期にライブラリーを構築、提供することを目指すべきだと


考えます。これは BIM の利用推進、利用効果向上にも寄与するものです。BIM ライブラリーの構築を


目指す BIM ライブラリーコンソーシアムは、今秋の設立を目指しております。幅広い関係者の方々の


ご理解、ご参加をお願い申し上げる次第であります。』 


 


(3)BLC の目的及び活動概要 


設立趣意書の活動内容には次のように示しており、 


① BIM ライブラリーの在り方に関する検討 


② BIM ライブラリーの建築系の標準仕様の作成(建築材料、建築製品、ELV 等) 


③ BIM ライブラリーの設備系の標準仕様の作成(Stem、BE-Bridge の更新、活用を含む)  


④ 運用に関する基準、規約等の作成 


⑤  ①から④を踏まえ、広く利用される BIM ライブラリーの構築・運用の実現 


⑥ その他普及・促進等関係する諸活動 


最終的な目的は、BIM ライブラリーの構築・運用の実現である。2015 年秋にコンソーシアムを設立


し、標準化、運用組織選定等に取組み、運用開始を当初は 2017 年秋の目標であったが、その後修正し


た。 
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(4)BLC の標準化への取り組み 


BLC の標準化への取り組みを表〇に示す。 


 


表 1.5  BLC における各年度の取組み 


2015 年４月  (一財)建設業振興基金から一部三次元モデルを導入した Stem、BE-Bridge 等を承継 


初年度（2015 年 10 月（設立）～2016 年 3 月） 


・各部会の役割、目標の明確化 


・活動の論点整理を実施 


・NBS オブジェクト標準とそれに関連する ISO、BS の翻訳と内容の理解 


・今後の活動に関する調査の実施 


2 年度目（2016 年 4 月～2017 年 3 月） 


・在り方部会では、ビジネスモデルの検討をＷＧで開始し、問題点等の洗い出し。 


・建築部会、設備部会では、BIM オブジェクト標準の議論の実施。 


・BIM ソフトウェアによるデータ構造の違い、Stem と英国の NBS BIM オブジェクト標準の比


較、 


・ブジェクト標準の確立作業のための技術的な合意の実施（2017 年 3 月） 


・運用部会では、運用規約等の検討実施。 


・オーストラリアの空調衛生工事業協会(AMCA)との会議（2016 年 6 月） 


3 年度目（2017 年 4 月～2018 年 3 月） 


・在り方部会では、設計・施工から運用・維持管理まで幅広く活用することを視野にライブラリー


の在り方の議論と、利用者負担に関するリサーチを検討。 


・建築部会は、建具（窓・ドア）、壁・床・天井、ユニット物（ユニットバス等）、搬送機器


（ELV、ESC）のオブジェクトの検討を行い、建具等の評価と確認を行った。年度末に（一社）


日本建設業連合会と仮設資材等の BIM オブジェクト整備の共同検討を合意した。 


・設備部会では、機器管理情報の見直し、グローバル展開を考慮した NBS のデータ構造への対応、


CI-NET コードと Uniclass2015、OmniClass との比較、中間ファイルから正確な変換の検討をし


た。 


・運用部会では、モニタリング体制、オブジェクト作成時、受入れ時、運用時、更新・変更時のモ


ニタリング項目の問題点、コストなどの検討を行なった。また、BIM オブジェクト利用規約


（案）、BIM オブジェクト提供規約（案）、BIM ライブラリー構築・運用規約（案）の素案を作成


した。 


・合同部会を 2017 年 9 月と 2018 年 2 月日に開催し、前年度の合意事項を修正した。 


４年度目（2018 年 4 月～現在） 


・BLC 標準の関係者での合意のもと、確定、公表を行う予定。（2018 年 10 月） 


・在り方部会ではビジネスモデルを確定に向けてユーザー、メーカーへのヒアリングを実施した。


また年度後半から、COBie に加えて、運用・維持管理段階に必要な情報の検討を行う。 


・建築部会では建築系 BLC 標準の確定等を実施中。また仮設に関するオブジェクトの共同検討を開


始。 
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・設備部会では、設備系 BLC 標準の確定等を実施中。また年度後半は、運用エネルギーを中心に、


運用・維持管理段階に必要な情報の検討を行う。 


・運用部会：BIM ライブラリーの運用に関する規約等を確定する。 


・建築研究所と 5 年間にわたる共同研究に関する検討を開始。 


 


 


 


 


図 1.13 2018 年度の活動スケジュール(総会承認時) 
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(4)組織 


組織形態は、法人格を設けないコンソーシアムとし、事務局は(一財)建築保全センターに設置している。 


 


コンソーシアム代表    奥田修一  (一財)建築保全センター理事長 


在り方部会 部会長    安田幸一  東京工業大学教授 


      副部会長   山下純一  (一社)buildingSMART Japan 代表理事 


建築部会  部会長    志手一哉  芝浦工業大学教授 


      主査     木村 謙  A&A(株) 


      主査     高橋 暁  国立研究開発法人 建築研究所 


設備部会  部会長    一ノ瀬雅之 首都大学東京准教授 


      副部会長   吉原和正  日本設計(株) 


副部会長   鈴木義夫  (株)関電工 


主査     焼山 誠  (株)大林組 


主査     谷内秀敬  新菱冷熱工業(株) 


運用部会  部会長    山本康友  首都大学東京客員教授 


      副部会長   榊原克巳  (一社)buildingSMART Japan 


運営委員会 委員長    寺本英治   (一財)建築保全センター 保全技術研究所長 


      副委員長   山下純一  (前出) 


      委員     安田幸一  (前出) 


      委員     志手一哉  (前出) 


      委員     一ノ瀬雅之 (前出) 


      委員     山本康友  (前出) 


事務局   事務局長   寺本英治  (前出) 


      担当     池田雅和、山中 隆、水澤久夫  (一財)建築保全センター 


      (2018 年８月１日現在) 
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(5)BLC における２１の課題とその取組み 


BLC 活動の初年度(2015 年度)末に、オブジェクトの標準に関する 21 の課題を整理した(表 1.6)。同時に


「今後の作業で NBS の BIM オブジェクト標準等を基本に検討を開始することの是非」を会員にアンケ


ートした。その結果、一部保留があったが回答の大部分は、この方針に賛成であった。ただし日本の建


設慣習、状況にそぐわない部分は、修正することとなり、建築部会、設備部会で作業を開始した。詳細


は「資料 7：オブジェクト標準(論点 3)に関する BLC 会員のアンケート結果」参照のこと。 


表 1.6 オブジェクトの標準(論点 3)に関する 21 の課題整理 


NO 論点 現時点での論点への対応 


1 グローバル化への対応 当面は国内対応、ただし標準は国際水準とする 


2 分類の方法 CI-NET を修正し活用、Omni class,Uniclass2015 と互換性 


3 オブジェクトの標準 NBS BIM オブジェクト標準を参考に国内状況に対応 


4 記述すべき情報項目 必須項目、推奨項目、その他(こだわり、売り)に分類 


5 オブジェクトの表現 調達段階をもとにジェネリックとメーカーオブジェクト 


6 オブジェクトのファイル形式 DWG 等の中間ファイル形式で作成し、どれにも対応 


7 オブジェクトと情報項目の関係 形状情報と属性情報は別々にし ID で関連させる 


8 運用ルール NBS を参考に 4 角規約を作成中 


9 用語などの定義 特に検討していない。 


10 ライブラリーの方式 ビジネスモデル検討 WG で検討中。今年度秋までに確定 


11 ライブラリーの水準 基本発注性能として整理中だが、コストとの兼ね合いもあ


る。また詳細は画面の試行設計で段階的に決定。 


12 ライブラリーの実現方式 ビジネスモデル検討 WG で検討中。今年度秋までに確定 


13 ライブラリーの在り方 ビジネスモデル検討 WG で検討中。今年度秋までに確定。 


ただし利用者に過度な負担はかけない方針。 


14 ライブラリーのビジネスモデル 同上 


15 データ入力 メーカー等のオブジェクト提供者が入力することが原則。そ


の支援ソフトウェアを提供。 


16 ELV の扱い検討 建築部会で検討済み。 


17 形状を持たない材料の扱い データを実装する段階で詳細は検討するが、技術的には問題


ないと考えている。ただし業界への説明が必要。 


18 必要な部品の範囲とデータ収集 段階的成長モデルを前提として継続的に拡張する予定。 


19 パラメトリックな製品の取り扱


い 


論点 17 に同じ。 


20 GIS 等のインフラ関係対応 CIM との連携は前提と認識している。ただし GIS はまだ具


体化していない。 


21 ライブラリー全体の著作権 平成 30 年度総会で、「BLC 標準の取り扱い」を掲げ、知的


財産権の所在、オブジェクトのマークつけを行う予定。 
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(6)合意事項(2017 年 3 月 15 日) 


 建築部会、設備部会での検討を完全に整合させて、BIM オブジェクトの標準化に取り組むために、2017


年 3 月 15 日に両部会の主要メンバーによる合同会議を開催し、プロジェクトの段階、情報の内容等に関


する合意事項を作成し、了解した。その後若干の修正はあるが、基本的にはこれに基づいている。 


[プロジェクトの各段階と形状、情報の詳細度] 


 


図 1.14 プロジェクト段階と BIM オブジェクト標準(形状、情報の詳細度) 


[標準化作業に入るための合意事項] 


①オブジェクトには、メーカーに依存しないジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトがある。 


②形状、情報の詳細度は図 3 に示すものを標準とする。 


③情報は、必須項目、推奨項目、その他項目(メーカーのこだわり情報)に分類し、次のように記載する。 


表 1.7  オブジェクトの情報レベルの合意事項 


 ジェネリックオブジェクト メーカーオブジェクト 


必須項目 項目は設定するが情報は記入されないもの


もある 


項目を設定し、情報はすべて記入するが記入


できないものもある 


推奨項目 項目は設定するが情報は記入されないもの


もある 


項目は設定するが、情報は記入されないもの


もある 


その他 


項目 


項目は設定しない 項目の設定、記入はメーカーの判断 


必須項目は、積算ができること、暴対か性能等の法適合が確認できること、IT 特有の管理情報 


推奨項目は、強度、環境性能、コスト、LCC 等、技術計算やシミュレーションに必要な情報 


その他項目は、メーカーの独自性を表す情報 


④海外対応は、a.製品名の英語表記、b.分類を OmniClass、Uniclass2015 等と互換性を持たせること、 


ｃ．NBS のデータ構造と互換性を持たせること、を予定する。 
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図 1.15  BIM ライブラリーのイメージ 
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1.6 英国 NBS の BIM オブジェクト標準の概要 


(1) 英国 NBS の BIM オブジェクト標準の変遷 


 下表に NBS BIM オブジェクト標準の変遷を示す。 


表 1.8 NBS の BIM オブジェクト標準の変遷 


バージョン 発行時期 主な改定箇所 


Version1.0 2014 年 


 


第1章 一般要件 


第2章 情報要件 


第3章 ジオメトリー要件 


第4章 機能要件 


第5章 メタデータ要件 


で構成される。 


国際標準 2016 年 6 月 各国の仕様書に対応できるように LOCAL 条項を追加 


 


Version2.0 2018 年１月 国際標準の改定内容も踏まえて次の箇所が種に改定された。 


・標準の名称から NBS が消え、BOS(BIM Object Standard)となった。 


第１章 


・LOD の条項が削除 


第２章 


・IFC4 が主になり、IFC2×3 も利用可能となった 


・ハモプロパティが追加 


・タイププロパティが COBie プロパティに変更 


・要素プロパティが COBie 要素プロパティに変更 


・NBS 共通が BOS 一般に変更 


・BOS 証明、BOS 環境の追加 


第 3 章 


・パラメトリックな機能が追加 


・グラフィカルな詳細が追加 


第 4 章 


・とくになし 


第 5 章 


・命名法をキャメルケース(先頭が小文字)からパスカルケース(先頭が大


文字)に変更 


 


 


 


  


6 
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(2)バージョン 2.0 の概要 


 


 


 第 1 章 一般要件 


1.1 一般事項 


1.1.1 


1.1.2 


 


 


1.1.3 


用語 


オブジェクトの名称 


a) ジェネリックオブジェクト、メーカーオブジェクト 


b) 要素オブジェクト、レイヤードオブジェクト 


集合  a) 集合体の一部      b) オブジェクトは集合体を形成 


1.2 オブジェクトタイプ 


1.2.1 


1.2.2 


オブジェクトの識別 


IFC 変換 


 第 2 章 情報要件 


2.1 一般事項 


2.1.1 


2.1.2 


2.1.3 


2.1.4 


2.1.5 


2.1.6 


2.1.7 


プロパティー指定 (製品に関係するオブジェクトに指定) 


データプロパティ 


竣工時の数値 (わかる場合はすべて入力) 


測定単位 


暗黙の単位 


ハードコードプロパティー 


寸法プロパティー 


2.2 値 


2.2.1 


2.2.2 


 


2.2.3 


 


 


2.2.4 


一般事項  


製品変数 


a)値は単一  b)リスト値  c)範囲値  d)コンマ、スペースで分離  プロパティ値 


プロパティ値 


a)英数字のデータ型  b)単位は値内に表示  c)文章ケースを一貫して使用 


d)ピリオドで終わらない値を持つ   


依存性 


2.3 プロパティグループと用法 


2.3.1 


2.3.2 


2.3.3 


2.3.4 


2.3.5 


プロパティセット 


発生 


優先順位(複数のプロパティーセットがある場合の優先順位) 


同一プロパティー情報(異なる名称で同一の定義の場合の扱い)  


優先権 (同じ名前の場合はタイププロパティーが優先権を持つ) 


2.4 プロパティの命名 


2.4.1 


2.4.2 


2.4.3 


一般事項 


ブーリアンプロパティ 


単位 


2.5 IFC 


2.5.1 


2.5.2 


2.5.3 


IFC4共通プロパティセット 


プロキシ― 


IFC2×3 
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2.6 ファシリティーマネジメント・プロパティ 


2.6.1 


2.6.2 


 


 


 


 


 


 


2.6.3 


ファシリティーマネジメント・プロパティ 


［COBieプロパティー］ 


名称、カテゴリー、記述、アセットタイプ、メーカー、製品番号、パーツ保証、パーツ保証期


間、パーツ保証労働、保証労働期間、保証期間単位、更新コスト、期待耐用年数、期間単位、


保証記述、公称長さ、公称幅、公称高さ、モデル参照、形状、サイズ、色、仕上げ、グレード、


材料、構成、特徴、アクセスビリティー性能、サステナビリティー性能、法規性能 


［COBie要素プロパティ］ 


アセット識別番号、バーコード、設置日、シリアル番号、タグ番号、保証開始日 


IFC４ファシリティーマネジメント・プロパテイ 


a)製造者タイプ情報の Pセット、b)製造者発錆の Pセット、c)保障の Pセット 


2.7 BOS一般 


作成者、製造者名、製造者 URL、仕様書説明、仕様書参照、製品情報、改定、分類コード、分


類タイトル、分類版、版 


2.8 BOS証明 


証明システムコード、証明システムタイトル 


2.9 BOS環境 


環境システムコード、環境システムタイトル 


2.10 補足プロパティ 


・BS ISO15686-4への特徴的な選択と性能プロパティ 


・適用可能な場合、事前定義タイプに関連する IFCプロパティセット 


・関連仕様書体系条項と適切なプロパティ名と値から成るプロパティ   


・建設製品の製造者から成るプロパティ 


・ユーザー定義のプロパティ。2.3で概括されたグルーピングに適合しないプロパティは、理


解を助けるために明確に命名する。(第 5章 メタデータ要件を参照) 


・製品の経済的、環境的影響を評価するプロパティ  


 第 3章 ジオメトリー要件 


3.1 一般事項 


3.1.1 


3.1.2 


3.1.3 


3.1.4 


3.1.5 


モデリングスケール 


挿入ポイント 


パラメトリック機能 


モデリング単位  


実際の厚さ 


3.2 グラフィカル詳細 


3.2.1 


3,2,2 


グラフィカルな程度 


寸法 


3.3 形状データ 


3.3.1 


3.3.2 


重要な幾何的性質 


固定幾何的性質 
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3.4 記号データ 


3.4.1 


 


 


3.4.2 


オブジェクトの表示 


a)1/20 、1/50、1/100のスケールでグラフィカル慣習などによる 


b)デフォルト線、ハッチング、塗りパターンなど 


補足的記号データ 


a) 方位の矢印報、開閉方向等  b) 必要な場合 2Dライン 


3.5 空間データ 


3.5.1 運用と維持管理ゾーン 


a)最小限の運用空間、b)アクセス空間、c)設置・搬送空間、d)取付空間、e)検出ゾーン空間 


3.6 表面及び材料データ 


3.6.1 


3.6.2 


3.6.3 


3.6.4 


材料の外観 


ジェネリックオブジェクトの色(代表的な色を使用、または白) 


管理と選択(質感や色の選択は BIMプラットフォームで) 


デフォルトな材料(BIMプラットフォームでの標準材料提供) 


 第 4章 機能的要件 


4.1 一般事項 


4.1.1 


4.1.2 


4.1.3 


4.1.4 


4.1.5 


4.1.6 


オブジェクトの振舞い 


性能 


依存 


利用の容易さ 


制約 


関連オブジェクト 


 第 5章 メタデータ要件 


5.1 命名規則 


5.1.1 


5.1.2 


5.1.3 


5.1.4 


5.1.5 


スペル(親リソースのスペルを使う) 


構成 


一貫した命名 


略語(文字数の制約がある場合は略語を使用、７文字以内) 


命名領域 


5.2 ファイルと BIMオブジェクトの命名 


5.2.1 ファイルと BIMオブジェクトの構成 


5.3 複層レイヤを持つオブジェクトの個々のレイヤ 


5.3.1 レイヤの命名 


5.4 BIMプラットフォーム内の材料の命名 


5.4.1 


5.4.2 


名前の構成 


接尾辞 


5.5 材料のイメージファイルの命名 


5.5.1 


5.5.2 


名前の構成 


画像張り付けォーマット 


5.6 画像張り付け 


5.6.1 


5.6.2 


画像形状(繰り返される場合、正方形か長方形) 


画像の品質 


a)正方形の画像(512×512ピクセル)、b）長方形画像(長辺が 512ピクセル)、c）150 dpi 







25 


 


1.7 製品、材料の分類 


(1)概要  


製品、材料を分類するコード体系は、国内には寺井教授(千葉工業大学)の提案する分類体系、CI-


NET、積算で使用されている体系、工事標準仕様書の分類体系などがある。また海外では、ISO12006-


2 に準拠して作成された Uniclass2015(主として英国などで利用)、OmniClass(主として米国、カナダ、


オーストラリアで利用)のファセット型の分類体系がある。 


 ファセットとは、多面体の一面を指し、ものを分類するのに、いくつかの要素から分類し、それらを


組み合わせて表示する方法である。このため、OmniClass、Uniclass2015 では複数の分類テーブルが


用意されている。 


表 1.9  分類体系の事例 


海外


の分


類体


系、


コー


ド体


系の


事例 


OmniClass 米国、カナダ等で主に使用されている建物のライフサイクルにわたる要素


の分類体系。ＩＳＯ技術史ポート１４１７７「建設産業における情報の分類


１９９４年７月」（のちに）ISO12006-part2(ビル建設－建設業務の情報組


織―part2 情報の階層化のフレームワーク)に基づいて作成されている。」 


 対象は、機能と形態での建設要素、機能と形態での空間、製品、プロジェ


クト段階、情報、材料等に関する分類があり、多岐にわたっている。 


 コード表示例は、「23_17_13_13」(金属製ＦＩＸ窓:23(製品))_17(開口部


等)_13(窓)_13(金属製)_11(FIX)である。 


Uniclass2015 英国 NBS BIM ライブラリーに使用されている分類。OmniClass と同様


ISO12006 part2 に準拠している。建物要素、活動、空間、携帯での建設要


素、プロジェクト段階等に関する分類があり、多岐にわたっている。 


 コード表示例は、「Pr_35_90_93_10」（平張り用陶磁器質タイル製品：


Pr(製品)_35(内外装材)_90(成形品)_93(ユニット屋根材)_10(平張り用)であ


る。 


国内


の分


類体


系、


コー


ド体


系の


事例 


CI-NET コード 建設業振興基金・建設産業情報化推進センター(C-CADEC)が開発したコ


ードで、元請け業者と下請け業者の間の取引に使用されることを目的に開発


された。 


 CI-NET は分類(2 桁)、大分類(2 桁)、中分類(3 桁)、小分類(4 桁)、細分類


セパレータ、スペックから構成されていて、CI-NET コードは 14 桁+可変


長である。 


 CI-NET コードは電気設備、機械設備の機器が詳細に分類されている。 


 表示例は、蛍光灯器具密閉で[ワット数]W_[灯数]ｓ４1 が、 


「403001003000009&10W_1 ﾄｳ」である。 


  


 


しかし、寺井教授(千葉工業大学)の提案する分類体系はファセット型であるが、実用コードに至らず、


日本には、残念ながら実用的で統一された材料・機器の分類体系はないのが現状であるが、分類はその


国の事情に基づいて形成されているものであり、1.3 で紹介した「国際建設情報協議会(ICIS)の BIM ラ







26 


 


イブラリー調査（2015 年）」においても、各国は自国の分類を使いたいという意見が多数である。この


ため、下請けとの取引に一般的に使用されている CI-NET を当面使用することとなったが、建設産業で


取引される種々の資材、機材、労務、工事費等に対するコードであることもあり、BIM との連携に工夫


が必要な面もある。また、また今後のグローバル化を考慮して、OmniClass、Uniclass2015 との連携


や併用も視野に入れた検討も進めていく。 


 


(2)CI-NET の概要 


『CI-NET（Construction Industry NETwork）とは、建設産業全体の生産性向上を図るため、建設


生産に関わる様々な企業間の情報をネットワークを利用して交換するための仕組みです。 


建設生産における企業間の商取引には、見積依頼など商談の段階から注文、請求、決済までいくつもの


段階があり、その都度帳票のやり取りが行われていますが、CI-NET はこれらを電子的に交換するため


の標準として作られました。各企業は CI-NET に対応したシステム（※）を導入することによって、


様々な取引先と電子商取引ができるようになります。※CI-NET に対応した ASP サービスや業務ソフト


を導入することによっても可能。利用イメージを次に示す。』 


 


 


 


図 1.16  CI-NET の概要 
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(3) OmniClass の概要 


OmniClass 建設分類システム（OmniClass™または OCCS として知られている）は、アプリケーシ


ョン間での情報の連携を目的のひとつとして、従来、米国の設計・エンジニアリング・施工の分野で使


用されていた分類コードを元に整備された 15 種類のテーブルで構成し、公共工事における仕様の品質


向上を目的として 1948 年に政府機関のスペックライターによって設立された CSI が管理している。


OmniClass の 15 のテーブルの内、20 番台の 3 つの分類コードがビルディングエレメントの BIM オブ


ジェクトと関係する。「Table21-Elements」は UniFormat が元になっており、建物を構成する構造や


機能が対象で、部分別積算書の標準書式に利用されている。「Table22-Work Results」は


MasterFormat が元になっており、工種別の分類で、先述したごとく工事仕様書や工種別見積り書の標


準書式として利用されている。「Table23-Products」は EPIC（Electronic Product Information 


Cooperation）の分類コードを元にした製品の分類で、BIM オブジェクトクラスの識別に用いられてい


る。 


 


表 1.10  OmniClass テーブル 
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(4) Uniclass2015 の概要 


Uniclass 2015 は、建設産業のためのダイナミックな分類システムである。最新の特徴は、ユーザー


要求に対応する小さな変化の特徴の 6 つのコアテーブルである。 


 「Uniclass2015」は複数のコードテーブルの集合体で、現在は 11 のテーブルで構成されている。主


なテーブルとそれらの関係を図５に示す（文献 1）。建物の構成をあらわすテーブル群は、施設全体


（Co）→個別建物（En）→建物を構成する構造や機能（EF）→それらを構成するシステム（Ss）→そ


れを構成する個々の要素（Pr）、の順に、階層構造となっている。その中で、NBL の分類コードに使用


されるのは「Ss：Systems」と「Pr：Products」で、耐火工法の壁か（Ss）、ボードか（Pr）のように


オブジェクトの単位で使い分ける。この Uniclass2015 の前身である Uniclass2 は、建設に関わる様々


な機関 で構成された CPIc（Construction Project Information Committee：建設プロジェクト情報委


員会）が管理していたが、2014 年にその知的財産権を英国政府に譲渡し、NBS が BIM に適応させる


ように調整した（文献 2）。その時の主な変更は 2 つあり、1 つは「Work Results」と呼ばれる工種別の


テーブルを削除したこと、2 つ目は「EL: Elements/Functions」「Ss：Systems」「Pr：Products」で


「サブグループ」のレベルの番号まで階層構造の関係を維持したことである。Uniclass2015 は、NBS


が BIM に特化した分類システム（Classification System）に再編したと理解できる。その際に削除さ


れた「Work Results」が対応していた工事仕様の分類は、Uniclass2015 と NBS の仕様コード（NBS 


Code）、RICS の積算基準コード（NRM1）などとの関係を NBS が整理することで解決を図っている。 


 


(5) ISO12006-part2 の概要 


 原題は、” Building construction -- Organization of information about construction works -- Part 2: 


Framework for classification”(建設-建設活動に関する情報体系 part2  分類に関するフレームワーク)


である。 


ISO12006-part2:2015 は、「構築された環境」の分類システムの開発のための枠組を定義している。


それは、定義によってサポートされ、例えば形または機能による等の特定の視点にしたがう、一定範囲


の情報オブジェクト分類のための、推奨される一群の分類テーブルタイトルを特定している。それは、


個々のテーブルに分類されたオブジェクト分類が、例えば BIM においてのように、一連のシステムと


して、あるいはサブシステムとしてどのように関連しているかを示している。 


ISO12006-part2:2015 は、完全な運用できる分類システムを提供するものではなく、また例は示すが


テーブルの内容を提供するものでもない。それは、ローカルなニーズに適するように詳細な点では変わ


るかもしれない分類システムとテーブルを、開発し、出版する組織によって利用されることを意図して


いる。しかし、もし ISO12006 のこの部分が、ローカルな分類システムとテーブルの開発に応用される


場合、それらの間の調和は促進されるだろう。 


ISO12006-part2:2015 は、ブリーフィング、デザイン、ドキュメンテーション、建設、運用・維持管


理および解体を含む建設ぷセスの全ライフサイクルにあてはまる。それは、関連の技術サービスと外構


を含む建築構造物と土木構造物に適用する。 
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第 2 章 BLC BIM オブジェクト標準(以下「BLC 標準」という。) 


2.1 標準化の目的及び適用範囲 


(1)目的  


この標準は、日本国内のプロジェクトで使用されている BIM オブジェクトのデータ構造を標準化し


て、プロジェクト、企業の枠組みを超えて活用できることを図ったものであり、BIM 活用の効率化によ


って i-Construction で提唱する建設生産性の向上に寄与するとともに、将来のデジタル・カバメント


（電子政府）、デジタル社会（Society5.0）の構築に貢献することを目的とする。［資料 10 参照］ 


 


(2)適用範囲 


BLC BIM ライブラリーで利用を予定する、建築物と敷地を含む付帯施設を構成する材料、機器、製


品、什器等を対象とする。具体的な対象について下表に示す。 


 


表 2.1  適用範囲 


分野  Version1.0 で対象とする品目 


(原則として CI-NET の中分類に基づく) 


今後検討する項目 


建築 部位 


製品 


金属製ドア及び木製ドア、金属製窓及


び木製窓 


床・壁・天井 


乾式外壁(ALC、押出成形セメン


ト版、PCa 版) 


その他種類の拡張 


電気 


(公共工事の


電気設備) 


機器、 


部品 


高低圧配電盤、照明器具 変圧器､コンデンサ､電気計器､自


家発電機器､静止型電源機器 


設備 


(公共工事の


機械設備) 


機器、 


部品 


ボイラー､冷凍機､冷却塔､ポンプ､送風


機､空調機､暖房機､空気熱交換器､湯沸


器･給湯暖房機､製缶類・ヘッダー、パ


ネル形水槽､衛生器具 


コイル、ヒーター、加湿器、エア


フィルター、水処理装置、クリン


ルーム機器、中水･ろ過機､自動制


御機器､浄化槽機器、厨房機器、


ガス関連機器、消火機器 


その他  エレベータ、エスカレータ、ユニット


バス、システムキッチン 
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2.2 ＢＬＣ標準の基本的な構造、分類及び用語 


(1)データの基本的な構造 


BLC-BIM ライブラリーに使用される BIM オブジェクトのデータの基本的な構造は次のとおりとする。 


 


図 2.1  データの基本的な構造 
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(2) BLC 標準の特徴 


 


１．企画・設計段階から運用・維持管理段に至るライフサイクルで必要な情報を、標準化されたプロパ


ティとして定義している。これにより、同時に業務に取り組む関係者相互や、異なる段階の関係者


間で、情報伝達が円滑に進められる。 


２． 形状情報と属性情報を ID で結ぶ Stem の構造を引き継いでいるため、BIM での利用とともに、設


備二次元 CAD でも属性を利用できる特性を持っている。 


３．一つ一つの製品・材料（以下「製品等」という）が標準化された性能、分類等の情報を持つことに


より、要求性能を満足する製品等が容易に検索できる。 


４．製品等に関するジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトが同一に標準化された性能、分


類等の情報を持つことにより、ジェネリックオブジェクトに対応するメーカーオブジェクト（製品


等）群が、迅速に検索できる。 


５．将来の国際化への対応を考慮したデータ構造としている。 


 


 


表 2.2 用語の説明 


用語 説明 


BLC 標準 BLC 標準は、BIM ライブラリーコンソーシアムが、英国 NBS BIM オブジェク


ト標準に準拠し、日本の技術、建設慣習などをもとに定めた標準を言う。 


形状情報 形状情報は、BIM オブジェクトの形、座標位置、方向等を示す情報を指す。 


属性情報 属性情報は、BIM オブジェクトで表現される製品、材料等の性能、機能、耐久


性、法令等の情報を指す。 


IFC IFC は、ISO 16739 に定める Industrial Foundation Classes を指す。 


IFC2×3、IFC4 があり、現在は IFC2×3 が主だが IFC4 に移行しつつある。 


NBS 


 


NBS は、英国の RIBA(王立建築家協会)の下部組織である National Building 


Specification(標準仕様書協会)を指し、ここが BIM オブジェクト標準を作成して


いる。 


BOS NBS BIM Object Standard の省略。NBS の BIM Object Standardversion1.0 で


は、当該項目は「NBS 一般」としていたが、2018 年１月に公表された


version2.0 では NBS が削除され、「BOS 一般」との表現に変更された。 


COBie COBie は、Construction-Operations Building Information Exchange を指し、


完成段階の施設情報を運用・維持管理に利用するための情報である。 
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【解説】 


建築と設備のデータ入力の手順の違い 


当面、建築と設備ではデータの入力形式が異なる。その違いを下図に示す。 


建築の BIM オブジェクトは BIM ソフトウェアのネイティブデータで配信し、標準とする属性情報の項


目をオブジェクトのプロパティに組み込んだ状態で配信する場合もある。 


 


 


 


図 2.2 建築及び設備オブジェクトでのデータ入力 
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(3)製品のタイプによる分類 


製品のタイプにより、次のように分類される。 


 


 


     


 


図 2.3 コンポーネントオブジェクト及びレイヤードオブジェクト 


 


a. コンポーネントオブジェクト 


コンポーネントオブジェクトとは、材料、機器、製品、什器等で、ひとつの構成要素から作られてい


るものをいう。 


b. レイヤードオブジェクト 


レイヤードオブジェクトは、壁、床・天井のように層状の材料等、複数の構成要素から作られるもの


をいう。 


 


(3)製品等の製造者による分類 


BIM オブジェクトは、製品等の製造者により次のように分類される。 


 


 


     


 


図 2.4  ジェネリックオブジェクト及びメーカーオブジェクト 
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2.3 形状情報 


2.3.1 詳細度、オブジェクトの原点、座標軸 


(1)詳細度 


表 2.3 BLC BIM オブジェクトの詳細度 


オブジェクトのタイプ 詳細度 


 


 


ジェネリックオブジェクト 


メーカーオブジェクト 


・2 次元表現は、1/100、1/50、1/20 等の図面で、必要とされる情報


と形を表示する適切な形状の詳細度を示す。 


・詳細度はオブジェクトのデータ容量に関係するので、多数繰り返さ


れるオブジェクトは概ね 1MB を目安とし、複雑な形状や多くのパ


ーツで構成されるオブジェクトは、それを超えても差し支えない。 


例 


 


注：ファミリ容量は Revit で 3D オブジェクト、2D 外形図(簡略と詳細の両方)の容量を合計したもの 


図 2.5  縮尺の違いによる BIM オブジェクトの表現例 
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 建具 衛生陶器 


1/100  


    


 


 


       


 


1/50  


 


   


 


 


 


      


 


1/20  


 


 


 


 


 


 


     


 


 


３Ｄ 


 


   


 


 


   


 


図 2.6   標準に示す異なる縮尺においても円滑である例 
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(2)原点(配置点)の取り方 


ソフトウェアによって異なるが、一例としてオブジェクトの中心を取る例(建築・ドア)、オブジェクト


の端に取る例(設備・衛生器具、ルームエアコン)を以下に示す。 


 


 


 


 


図 2.7 建築・ドアでの原点の例 
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図 2.8 設備・衛生器具、ルームエアコンの原点の例 


 


2.3.2  3D オブイジェクト 


 3D オブジェクトは、IFC と Revit、ArchiCAD、Vectorworks、GLOOBE、 CADWe’ll Tfas、


Rebro、CADEWA Real、FILDER Cube、DesignDraft 等のネイティブファイル形式、及び中間ファイ


ル形式(DWG/DXF)とする。 


3D オブジェクト作成の詳細は、資料 2 参照。 


 


2.3.3  2D 外形図 


 原則として 3D オブジェクトから生成する場合は、不要。2 次元 CAD で 2 次元図面が必要な場合、作


成する。ただし別途 2 次元図面を作成する場合、及び 3D オブジェクトから生成する場合でもファイル


形式によっては、2D 外形図はパラメトリックにならないので注意が必要である。2D 外形図作成の詳細


は、資料 2 参照。 


 


2.3.4  ダクト、配管接続口情報 


 資料 2 参照。 


 


2.3.5  各種マニュアル、性能線図等 


資料 2 参照。 
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2.3.6  維持管理に必要な空間 


 NBS による BIM オブジェクト標準の 3.5.1 運用と維持管理ゾーンによる。 


 


表 2.4 BIM オブジェクト標準の 3.5.1 運用と維持管理ゾーン 


第 3 章 ジオメトリー要件 


3.5 空間データ 


3.5.1 運用と維持管理ゾーン 


BIM オブジェクトは、以下に例として示す 2D、3D の空間データを持つことができる。 


a)最小限の運用空間 


b)アクセス空間 


c)設置・搬送空間 


d)取付空間 


e)検出ゾーン空間 
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2.4 属性情報 


2.4.1 BLC 管理情報項目 


 BLC 管理情報項目は、BIM オブジェクトを BLC BIM ライブラリーにおいて識別するための情報


で、下表に示す項目から構成される。 


表 2.5  BLC 管理情報項目 


項目 


（プロパティ名） 


項目の説明（プロパティ要件） 


 


データ 


タイプ 


例 


企業コード 企業コードは、「標準（統一）企業コード(6


桁)」による。このコードは、（一財）日本情報


経済社会推進協会(JIPDEC) が一元管理する業


界横断的な企業コードである。 


文字 000000 


企業名 企業名を示す。 文字 （株）BLC 会社 


企業 URL 企業の(連携可能)なホームページを示す。 文字 http://www.kaisha 


分類コード 製品の分類コートを示す。 


当面建築は Uniclass2015 を、設備は CI-NET


コードを用いる。 


文字 50050501100010 


製品グループ Web サイトでの検索用の分類。別途定義する。 文字 ボイラー 


メーカー型番 製品等の(メーカー商品)型番を示す。 文字  


型式名称 製品等のメーカーによる型式名称を示す。 文字  


製品写真 製品グループと連携し、製品イメージを示す写


真。サムネイル程度の画像品質を用いる。 


文字  


3D ファイル形式 製品等の 3D ファイル形式を示す。 


複数の形式を使用する場合は、列記する。 


文字  


製品リリース年月 当該の製品等の販売開始時期を年、月で示す。 文字 2018 年 8 月 


製造停止年月日 当該製品の製造が停止された時期を年、月で示


す。当該事由が生じた時に記載。 


文字  


製品出荷対象国・


地域 


製品が使用可能で出荷対象としている国・地域


を記載。 


文字 日本国内 


BLC 標準バージョ


ン 


BLC 標準のバージョンを記載する。 


Version の場合は 1.0 と記載。 


文字 1.0 


参照している仕様


書等のバージョン 


各種仕様書等の版を記載する。 文字 〇〇標準仕様書 


※※年版 


 


[企業コードの解説] 


EDI:Electronic Data Interchange(企業間商取引に関する情報を標準的な書式に統一して、電子的に


交換する仕組み)を実施する為には、送受信企業を特定する為のコードが必要となります。  
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「標準企業コード （http://cii-kcode.jipdec.or.jp/）」は、一般財団法人日本情報経済社会推進協会


(JIPDEC) が一元管理する業界横断的な企業コードであり、当 EC センターは、委託に基づき、登録受


付(発番)業務を行っております。 


※「標準企業コード」は一般財団法人日本情報経済社会推進協会(JIPDEC)の登録商標です。 


EC センターでは、標準企業コードを必要とする企業に対して、6 桁の企業識別コード(統一企業コード)


を採番します。企業識別コードの採番は原則として、１企業(法人)に対し 1 つに限られます。 このコー


ドは企業間電子商取引(ECALS、納入仕様書交換、環境情報交換、受発注、出荷受入等)における企業識


別コード体系として業界を問わず利用できるように配慮されております。 


尚、下 6 桁の部門コード(枝番・部門識別コード)は企業が自社内の組織に対して割り当てるもので、当


センターへの登録は不要で、企業自身が自主管理を行うものです。 
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2.4.2 BLC 技術情報項目 


BLC 技術情報項目を以下に示す。 


BLC 技術項目は建築では、BLC 管理項目、BOS 一般、IFC と COBie に含まれない項目である。 


設備では、入力段階では、BLC 管理項目、BOS 一般に含まれない項目であるが、IFC、COBie にも


含まれる項目は、自動的に情報が転送される。 


 


表 2.6 BLC 技術情報項目(建築) 


 


 


 


建具形式2(構造形式) COBie Descriptionの構造詳細 BLC_Technical_Info 建具表 ○ ◎


建具形式3 建具形式2(構造形式)の補足事項 BLC_Technical_Info 建具表 ○ ●


建具勝手（R/L区分など） BLC_Technical_Info 図 ○ ◎


建具形式・付属標準品 BLC_Technical_Info 特に記載なし


水密性能 IFC WaterTlghtnessRating 16章2節2項 ○ ◎


耐震性 BLC_Technical_Info 16章2節2項 ○ ◎


親扉寸法・Ｗ BLC_Technical_Info 建具表 ○ ×


親扉寸法・Ｈ BLC_Technical_Info 建具表 ○ ×


子扉寸法・Ｗ BLC_Technical_Info 建具表 ○ ×


ランマ寸法・Ｈ BLC_Technical_Info 建具表 ○ ×


呼び寸法・Ｈ BLC_Technical_Info 特に記載なし ？ ？ ◎


呼び寸法・Ｗ BLC_Technical_Info 特に記載なし ？ ？ ◎


くぐり戸寸法・Ｗ BLC_Technical_Info 建具表 ○ ×


くぐり戸寸法・Ｈ BLC_Technical_Info 建具表 ○ ×


配置レベル（設置高さ） BLC_Technical_Info 特に記載なし ◎


枠・材質 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ◎ ◎ ◎


枠・仕上仕様 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ◎ ◎ ◎


枠・仕上色 BLC_Technical_Info 特に記載なし ●


枠・見込 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ◎ ◎ ◎


枠・見付 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ● ◎


額形状 BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


額サイズ・Ｗ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


額サイズ・Ｈ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


沓摺・材質 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ◎


沓摺・形状 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ◎


ガラス・種類１（1番目：室内側) BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ×


ガラス・寸法・Ｗ BLC_Technical_Info 16章14節 ○ ？ ？ ×


ガラス・寸法・Ｈ BLC_Technical_Info 16章14節 ○ ？ ？ ×


ガラス・種類２（2番目：中間又は外側） BLC_Technical_Info 16章14節 ○ ？ ？ ×


ガラス・寸法・Ｗ２ BLC_Technical_Info 16章14節 ○ ？ ？ ×


ガラス・寸法・Ｈ２ BLC_Technical_Info 16章14節 ○ ？ ？ ×


ガラス・種類３（3番目：外側) BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ？ ？ ×


ガラス・寸法・Ｗ３ BLC_Technical_Info 16章14節 ○ ？ ？ ×


ガラス・寸法・Ｈ３ BLC_Technical_Info 16章14節 ○ ？ ？ ×


ガラス・法規 BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラス・性能 BLC_Technical_Info 性能で求められた種類や ×


ガラス・その他 BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・材質 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ×


ガラリ・仕上仕様 BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・仕上色 BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・形状 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ×


ガラリ・寸法・Ｗ BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ×


ガラリ・寸法・Ｈ BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ×


ガラリ・開口率 BLC_Technical_Info 建具表、詳細図 ○ ×


ガラリ・ダンパー BLC_Technical_Info 防火戸に含まれる項目 ×


ガラリ・材質：ランマ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・仕上１：ランマ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・仕上２：ランマ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・形状：ランマ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・寸法・Ｗ：ランマ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・寸法・Ｈ：ランマ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・開口率：ランマ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


ガラリ・ダンパー：ランマ BLC_Technical_Info 特に記載なし ×


建具金物・錠タイプ BLC_Technical_Info 16章8節　建物用金物 ○ ◎


建具金物･錠のｼﾘﾝﾀﾞｰｻｲﾄﾞ区分 BLC_Technical_Info 16章8節　建物用金物 ○ ◎


建具金物･ヒンジ BLC_Technical_Info 16章8節　建物用金物 ○ ◎


建具金物･ハンドル BLC_Technical_Info 16章8節　建物用金物 ○ ◎


建具金物･クローザー仕様 BLC_Technical_Info 16章8節　建物用金物 ○ ◎


建具金物･戸当たり設置部位 BLC_Technical_Info 16章8節　建物用金物 ○ ◎


建具金物･フランス落し有無 BLC_Technical_Info 16章8節　建物用金物 ○ ◎


建具金物･順位調整器 BLC_Technical_Info 16章8節　建物用金物 ○ ◎


建具金物・その他 BLC_Technical_Info 製作図による ●


備考 BLC_Technical_Info 製作図による ●


【BLC技術情報項目（建具・ドア）：必須】
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[性能欄に公共工事標準仕様書等の参照先が示されていることについて] 


これは製品等の性能項目のうち、公共工事標準仕様書等で表示が求められている場合に、その該当箇所 


を示しています。設計段階では、ジェネリックオブジェクトにそのプロジェクトに必要なグレード、数値


等を入力します。またメーカーオブジェクトでは、各製品などの寸法、性能等を入力します。 


下表の注意事項に記載していますが、該当箇所に記載されてあったとしても、それらが仕様書等の規定 


を満足していることを意味するものではありません。 


なお、公共工事標準仕様書等は版によって該当箇所が変わる場合があります。これは BLC 管理情報項 


目に「参照している仕様書等のバージョン」の項目があり、そこに〇年版と記入していただきます。これ


は NBS の記入方法と同様です。 


 


表 2.7 性能欄に公共工事標準仕様書等の参照先が示されている場合の注意 
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表 2.8 BLC 技術情報項目(設備) 
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[解説・BLC 技術情報項目の記載の説明] 


 BLC 技術情報項目の記載の原則を以下に示す。なお、詳細は資料 2 Stem 仕様による。 


１. 仕様属性項目、仕様 ID、仕様値の構成 


（１）仕様 ID の構成 


 仕様属性項目の中には設備機器の運転条件等を設定しないと仕様値が１つに決まらないものがある。 


こうした点を踏まえ、一つの仕様 ID に対し１つの仕様値を付与するため、本仕様では、仕様 ID を下表


のとおり構造化し、各要素に対応した ID の組み合わせにより表現している。 
 


仕様 ID の構成要素 概 要 


仕様 ID 仕様属性項目 ID 仕様属性項目を表す ID 


条件設定 ID 設備機器の運転条件等の条件を定義する ID で、１つの


仕様属性項目に対して１つ以上の条件設定 ID を設定、


もしくは省略することができる 


単位 ID 仕様値の単位を示す ID 


※ 単位 ID が異なる場合、仕様属性項目が同じであっても仕様 ID としては別物として認識されるこ


とになる。 
 


 一方、データの利用方法としては、システム的にある範囲の仕様値を満たす設備機器を複数のメーカ


ーから検索・選定するような用途が考えられる。この場合、仕様属性項目が同じであっても、単位 ID


の違いから仕様 ID が異なり、利用者が本来意図した網羅的な検索を阻害する可能性がある。この問題


に対処するため、以下に記す“単位グループ”という概念を導入し、同系統の単位を単位グループでま


とめることとする。 
 


●同じ単位グループであればどの単位でデータを作成しても良い。 


●同じ単位グループであればどの単位で検索しても同じ結果を得る。 


 


（２）仕様値 


 仕様値は、原則として仕様ファイルに定義する。ただし、仕様値がオブジェクトや図書等の外部参照


ファイルで表現されている場合、仕様ファイルでは、仕様値に相当するデータとして、ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ・図書


参照ファイル名を記述する。 


なお、設備機器情報の分類と仕様属性項目の対応関係は下図に示すとおりである。 


 


 


  


設備機器情報 機器管理情報 機器管理情報項目 


機器仕様情報 数値･テキスト情報 


ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ･図書参照


情報 


数値･テキスト情報 


ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ･図書参照


情報 


組合せ機器情報 機器構成情報 数値･テキスト情報 


仕様属性項目 
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２.仕様ファイル、組合せ中間ファイル、オブジュエクト・参照ファイルに関するルール 


（１）仕様ファイルに対する考え方 


 仕様値の付与ルールとして、文字の種類、文字数に関する制約条件等を中心にルールを作成した。 


その際に、コードや単位を付与する仕様値については、標準化を念頭に次の点を考慮している。 


●関係業界団体で検討された成果を参考にする 


●単位表示は、できるだけ標準的な単位を使用する 
 


（２）オブジェクト・参照ファイルに対する考え方 


 オブジェクト及び参照ファイルとしては、3D オブジェクト、2D 外形図、姿図、写真、性能線図等が


考えられる。本仕様では、このうち 3D オブジェクト、2D 外形図ファイルを対象として、レイヤ分類方


法、外形図の展開方法、外形図の描画方法等のルールを示している。（下図参照） 


 なお、図面・図書参照情報項目に係る仕様値については、図面・図書参照ファイル名を仕様ファイル


に記述することにより、外部の図面・図書参照ファイルとの対応を図る。 
 


3．仕様ファイルの内部構成 


（１）仕様ＩＤの構成 


 


図 2.9 
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2.4.3 IFC に基づく情報項目 


 IFC に基づく情報項目は、NBS による BIM オブジェクト標準「2.5.IFC」に定められた内容ら基づ


くが、結果として、オブジェクトのタイプ別に IFC 標準で定められた情報項目である。 


タイプは、IFC 標準( http://www.buildingsmart-tech.org/   )に示されている。 


 


表 2.9 NBS による BIM オブジェクト標準「2.5.IFC」 


第 2 章 情報要件 


2.5 IFC 


2.5.1 IFC4 共通プロパティセット 


BIM オブジェクトは、建設製品および入手可能な場合、関連した IFC 要素タイプオブジェクトに関係


づけられる IFC4 の共通プロパティセット（Pset xxxxCommon）を含むことができる。 


2.5.2 Proxy 


BIM オブジェクトは、IFC4 にそのオブジェクトの IFC 共通プロパティセット(Pset_xxxxCommon)を


持たない場合、BuildingElementProxyCommon の P セットを含むことができる。 


2.5.3 IFC2×3 


BIM オブジェクトは IFC4 付録 2 に加え、IFC2×3 (ISO/PAS 16739)の追加情報を含むことができる。 


 


表 2.10 IFC のオブジェクトの属性情報の例 


 


 


Property Value 


IfTypeProduct 2x4 


IfcProduct  


IfcExportType AIRCONDITIONINGUNIT 


IfcExportAs IfcUnitaryEquipmentType 


Classification Code Pr_70_65_03_86 


OmniClass Code 13-33 17 13 11 


  


 



http://www.buildingsmart-tech.org/
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2.4.4 BOS 一般に基づく情報項目 


 BOS 一般に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の 2.7 BOS 一般に定められたもので


あり、次の項目がある。 


表 2.11 NBS の BIM オブジェクト標準の「2.7 BOS 一般」 


第 2 章 情報要件 


2.7 BOS 一般 


建設製品であることとその使用を特定するに必要な最小レベルの情報として、BIM オブジェクトは、


BOS 一般プロパティグループからのプロパティを含む。 


必要な場合は、複数の分類プロパティと複数の仕様プロパティを用いることができる。 


表 5 一般プロパティ 


プロパティ名 プロパティ要件 データタイプ 例 


作成者 オブジェクトを作成した個人、組織、ライブラ


リー製作者の名前 


英数字 Company 


 


製造者名 製品の製造者の名前。プロパティはジェネリッ


クオブジェクトでは省略することができる。 


英数字 Company 


 


製造者ホーム


ページ 


有効な製造者ホームページへのリンク先。プロ


パティはジェネリックオブジェクトでは省略


することができる。 


英数字 www.company. 


com 


 


<仕様書>説明 適切な仕様書システム条項タイトルを含むこ


とができる。記載された場合、<仕様書>を NBS


仕様書体系参照などの複数の仕様書体系で置


き換えることができる。 


英数字 Hand Dryer 


 


<仕様書>参照 


 


適切な仕様書システム条項の参照を含むこと


ができる。記載された場合、<仕様書>を NBS


参照などの複数の仕様書体系名をで置き換え


ることができる。 


英数字 54896 


製品情報 


 


 


 


 


製品のより詳細な情報の有効なホームページ


リンク先、(例)技術的文書、設置ガイド、証明


書、製品カタログ、説明書、そして文書の所在


を示す英数字の値。プロパティはジェネリック


オブジェクトでは省略できる。 


  


改定 プロジェクト環境の中での完成のために。  n/a 


<分類>コード 適切な分類コード。<分類>を分類体系(例えば


Uniclass2015 コード)で置き換えることができ


る。複数の分類体系を参照することも含む。 


 Pr_40_70_62_37 


 


<分類>タイト


ル 


適切な分類タイトル。<分類>を分類体系(例え


ばUniclass2015タイトル参照)で置き換えるこ


とができる。複数の分類体系を参照することも
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含む。 


<分類>版 適切な分類版。<分類>を分類体系 (例えば


Uniclass2015 版)で置き換えることができる。


複数の分類体系を参照することも含む。 


  


版 オブジェクト発行の結果の指示。   
 


 


表 2.12 BOS 一般の記載例 


 


 


 


  


Property Value 


Author TOSHIBA 


MakerName TOSHIBA 


MakerURL https://www.toshiba-carrier.co.jp/ 


Description Split coil room air conditioning units 


Reference 90-45-05/360 


ProductInfo Custom air-conditioner indoor units for shops and offices (4 celestial casings) 


Revision  


UniclassCode Pr_70_65_03_86 


UniclassTitle Split coil room air conditioning units 


UniclassVer Products v1.3 


Version 1.0 
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2.4.5 FM 及び COBie に基づく情報項目 


FM 及び COBie に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.6 FM プ


ロパティ」に定められたものであり、次の項目がある。 


 


表 2.13 NBS の BIM オブジェクト標準「2.6 FM プロパティ」 


2.6 ファシリティマネジメント・プロパティ 


2.6.1 ファシリティマネジメント・プロパティ 


BIM オブジェクトは、建物の空間と設備に関するライフサイクルの情報交換を支援するプロパティを


持つ。このファシリティマネジメント・プロパティは、米国 National Building Information Model 


Standard (NBIMS-US) V3 の 4.2 章、または BuildingSMART International IFC4 (付属 2)の IFC4


のファシリティマネジメント関係プロパティセットから生じる COBie モデルビュー定義(MVD)プロ


パティから提供される。プロパティは、一貫して選択ソースから選定される。 


 


2.6.2 COBie プロパティ 


BIM オブジェクトは、表 3 と表 4 に利用詳細が示される COBie のタイプと要素プロパティを持つこ


とができ、利用可能プロパティと付属セットまたはオブジェクトに埋め込まれたオブジェクトとして


提供される。プロパティは、詳細なプロパティ要件と共にすべてが供えられる。 


[注]COBie データの再調整が要件の場合、管理資産の COBie データを含むことだけが必要なことで


ある。 


表 3 COBie タイププロパティ 


プロパティ名 プロパティ要件 データタ


イプ 


例 


アクセスビリ


ティ性能 


製品が満足するアクセスヒリティ事項を表示


する英数字 


アクセスビリティは、製品が対象とする、あ


るいは利用できる人の範囲を示す。 


(例：老人、成人、子供) 


英数字 自動 


アセットタイ


プ 


英数字のデフォールト値で; 


「固定」は固定された設備、設置された製品


で建物性能と一体のものを示す。 


(例)熱源、配管、エレベータ 


「可動」は、建物から独立した装置、製品を


示す。(例)椅子、テーブル、ランプ 


英数字 固定 


カテゴリー 分類コード。(例)Uniclass2015 


分類番号、コロン、分類タイプから成る単一の


テキスト列で示す。 


英数字 Pr_40_70_62_37: 


Hand driers 


法令性能 英数字の値で、製品が満たすべき法令コンプ


ライアンス要件を示す。 


英数字 完全にアースされて


いる 
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色 英数字の値で、製品の主要な色を示す。 英数字 白 


構成要素 製品の様々なパーツの詳細を含む英数字の値 英数字 電気モーター 


説明 英数字の値で BIM オブジェクトで示す製品


の簡潔な説明を示す。メーカーオブジェクト


は事実情報に限定され、製造者の業種つカタ


ログ名を含むことができる。 


英数字 軽量の手の乾燥機 


耐用単位 耐用期間記録する単位。典型的には年。 英数字 年 


期待耐用年数 数値の値で、製品の期待耐用期間を示す。単位


は「耐用単位」で記録される。 


数値 10 


 


特徴 英数字の値で製品の仕様に関する主要な特徴


や重要な特色を示す。 


英数字 静音運転、耐変更性、


ロッキングねじ 


仕上げ 英数字の値で製品の特徴的な主要な仕上げを


示す。 


英数字 マットな 


グレード 英数字の値で製品に対応する標準グレードを


示す。 


英数字 クラス 1 適合 


製造者 製品の供給、製造に責任を持つ組織の、有効


なメールアドレス 


英数字 company@email.com 


材料 


 


英数字の値で特徴ある、主要な製品の材料示


す。 


英数字 ダイキャストアルミ


ニウム 


製品番号?? 英数字の値で製品の製造者が定める製品、品


目、単位番号を示す。これはパーツ番号、


SKU カタログ番号あるいはその類でもよい。 


英数字 553 


 


製品参照 英数字の値で製造者が使用する製造品目の名


前 


英数字 エクセルハンドドラ


イヤー 


名前 独自の人間が読める英数字の名前で、製品タ


イプで始まる。 


英数字 Hand dryer 


 


公称高さ 公称高さ(一般的に製品の垂直の特性寸法)の


mm 数値 


数値 240 


公称長さ 公称長さ(一般的に製品の直行する 2 つの水平


寸法の主要なまたは長い寸法の mm 数値) 


数値  


公称幅 公称長さ(一般的に製品の直行する 2 つの水平


寸法の二次的または短い寸法の mm 数値) 


数値  


更新コスト プロジェクト通貨での製品の更新コストを示


す数値。プロジェクト通貨が不明の場合、地


方通貨で示す。 


数値  


形状 


 


英数字の値で製品の形状の特徴を示す。 英数字 長方形 


形状 英数字の値で製品サイズの特徴を示す。 英数字 310 x 240 x 
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(例)50 リットル 180 mm 


サステナビリ


ティ性能 


英数字の値で製品が満足すべきサステナビリ


ティ項目を示す。 


英数字 Low-energy 


 


保証説明 


 


英数字の値で、保証内容と除外事項を簡潔に


説明するもの 


英数字 現地の保証と高度な


更新● 


保証サービス


期間 


保証サービス期間を示す数値。単位は保証期


間単位で記録。 


数値 5 


部品交換サー


ビス期間 


部品(交換)保証期間を示す数値。単位は保証


期間単位で記録。 


数値 5 


保証サービス


期間の単位 


保証期間の記録に使用される単位。一般的に


は年。 


英数字 年 


保証サービス


担当組織 


保証サービスに責任ある組織の有効なメール


アドレス 


英数字 company@email.com 


 


部品(交換)保


証担当組織 


部品(交換)保証に責任ある組織の有効なメー


ルアドレス 


英数字 company@email.com 


 
 


 


表 4 COBie コンポーネントプロパティ 


プロパティ名 プロパティ要件 データタイ


プ 


例 


アセット識別番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 


バーコード デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 


設置日付  ‘1900-12-31T23:59:59’. 


デフォールト値 


英数字 1900-12-


31T23:59:59 


未定 


シリアル番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 


タグ番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 


 


保証開始日 


‘1900-12-31T23:59:59’. 


デフォールト値 


英数字 1900-12-


31T23:59:59 


 


 


 


 


[解説・アクセスビリティ性能] 


アクセスビリティ性能は､日本では聞きなれない用語であるが､海外では次のように定義されている。 


「accessibility performance：Accessible Shows 


We want everyone to have the opportunity to experience the magic of live shows and special 


programs at the Sydney Opera House. Here you'll find our program of inclusive performances for 


people of all ages and abilities. (オーストラリア シドニーオペラハウス)   
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年齢、身体能力について全ての人がどのように利用できるかを示すもの 


2.4.6BOS 証明に基づく情報項目 


BOS 証明に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.8BOS 証明」に


定められたものであり、次の項目がある。 


 


表 2.14 NBS の BIM オブジェクト標準「2.8BOS 証明」 


2.8 BOS_証明 


BIM オブジェクトは、BOS 証明プロパティグループからのプロパティを含むことができる。複数の証


明プロパティを含むことができる。 


表 6 –証明プロパティ 


プロパティ名 プロパティ要件 データタイプ 例 


<証明システム>コー


ド 


 


適切な証明システムを含むことができる。


含まれる場合は、<証明システム>を証明


システム(例えば BBA)で置き換えること


ができる。 


英数字 01/0234 


 


<証明システム>タイ


トル 


適切な証明システムを含むことができる。


含まれる場合は、<証明システム>を証明


システム(例えば BBA)で置き換えること


ができる。 


英数字 Roofing 


 


 


 


[解説] 


ここに記載する情報は、品質・性能に関して一定の水準を確保している場合、それを証明する資料であ


る。項目ごとに必要な証明書は、別途定義する。 


例：JIS 等の該当番号。JIS による製品は、それを証明する評価機関の評価書。 


 


2.4.7BOS 環境に基づく情報項目 


BOS 環境に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.9BOS 環境」に


定められたものであり、次の項目がある。 


 


表 2.15 NBS の BIM オブジェクト標準「2.9BOS 環境」 


2.9 BOS_環境 


BIM オブジェクトは、BOS 環境プロパティグループからのプロパティを含むことができる。複数の環


境プロパティを含むことができる。 


 


表 7 –環境プロパティ 


プロパティ名 プロパティ要件 データタ


イプ 


例 


<環境システム>コード 適切な環境システムを含むことができる。含ま 英数字 01/0234 
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 れる場合、<環境>システムを例えば BRE グリ


ーンガイドで置き換える。 


 


<環境システム>タイト


ル 


 


適切な環境システムを含むことができる。含ま


れる場合、<環境>システムを例えば BRE グリ


ーンガイドで置き換える。 


英数字 Roofing 


 


 


 


[解説] 


 環境システムの例として、CASBEE、LEED、政府グリーン調達、地方自治体のグリーン調達等があ


る。詳細は別途定める。 


 


2.4.8 法令に基づく情報項目 


 COBie タイププロパティにも法令性能の項目がある(2.4.5 FM 及び COBie に基づく情報項目)。ただ


し COBie は英国、米国とも同じ項目、形式を保持していて、日本だけが法令性能の項目を細分化する


ことは現段階では困難と判断している。 


 このため、法令に基づく情報項目を新たに設定し、製品等に関する様々な法令をカバーして、さらに


将来想定される確認申請の自動化を考慮して別の項目として設定する。詳細は別途定める。 


例として、建築基準法に定める、防耐火性能、遮煙、アスベスト、VOC、PCB 等の性能のほか、消


防法、電気事業法、人事院規則等、非常に多くの法律が維持管理段階に関係する。これら適用段階に応


じて整理することが必要である。 


 


2.4.9 補足プロパティに基づく情報項目 


補足プロパティに基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.10 補足プロ


パティ」に定められたものであり、次の項目がある。 


 


表 2.15 NBS の BIM オブジェクト標準「2.10 補足プロパティ」 


2.10 補足プロパティ 


2.10.1 追加プロパティのソース 


BIM オブジェクトは、追加のプロパティを次に示す他のソースから含むことができる： 


・BS ISO15686-4 への特徴的な選択と性能プロパティ 


・適用可能な場合、事前定義タイプに関連する IFC プロパティセット 


・関連仕様書体系条項と適切なプロパティ名と値から成るプロパティ   


・建設製品の製造者から成るプロパティ 


・ユーザー定義のプロパティ。2.3 で概括されたグルーピングに適合しないプロパティは、理解を助


けるために明確に命名する。(第 5 章 メタデータ要件を参照) 


・製品の経済的、環境的影響を評価するプロパティ  
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第 3 章 BLC 標準の取扱いについて                 


3.1 確定後の BLC 標準に関する著作権を含む知的財産権の取り扱いについて 


 2018 年 5 月の定時総会で、次の 2 項目が決議されている。 


(1)著作権を含む知的財産権は、BLC 標準に準拠して作成された形状情報及び属性情報に関しては、提


供または作成したメーカー、ソフトウェアベンダー等に帰属し、BLC 標準のその他の部分に関して


は、BIM ライブラリーコンソーシアムに帰属するものとする。 


(2)BLC 標準に則って作成された BIM オブジェクトは、それを示すマークを BIM ライブラリーコンソ


ーシアムが付与する。 


 


3.2 基本規約の関連条項 


 基本規約において、著作権を含む知的財産権に関する記述がある条項を次に示す。なお基本規約・素


案は資料 4 を参照。 


表 3.1 基本規約における著作権を含む知的財産権に関する条項一覧 


条項 関連部分 


第 3 条 利用の範囲 


１）Web サイト利用者は、BIM ライブラリーから必要な BIM オブジェクトをダウンロー


ドし、自身が作成する建築プロジェクト等で使用することができる。 


２）Web サイト利用者は自身以外のユーザーに本規約を周知し、本規約に同意したユーザ


ーは、Web サイト利用者がダウンロードした BIM オブジェクトを使用することができる。 


第 7 条 知的所有権の所在 


ユーザーは、BIM オブジェクトには著作権を含む知的財産権が当法人またはデータ提供者


に帰属することを承知の上で利用するものとする。 


第 9 条 禁止事項 


当法人は、ユーザーが BIM ライブラリーの使用に際して以下の行為を行うことを禁止す


る。 


イ)知的財産権の侵害行為 


ロ)当 Web サイトからダウンロードした BIM オブジェクトを、当法人の許可無く不特定多


数に配布する行為 


ハ)当 Web サイトに対し、不正なデータ、虚偽情報および不正なプログラムを書き込む行為 


ニ)当法人、ユーザーおよび BIM オブジェクト提供者を誹謗中傷する行為 


ホ)法令などに反する行為 


ヘ)その他、公序良俗に反する行為 


第 10


条 


免責 


１）当法人は、当 Web サイトやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事


由で BIM ライブラリーを Web 利用者が使用できなくなった場合、これに起因してユーザ


ーが被った被害に対し責任を負わない。 


２）BIM ライブラリー内の BIM オブジェクトに不具合があった場合も、当法人およびオ


ブジェクト提供者はユーザーに対し責任を負わない。 
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第４章 オブジェクトの作成と利用 


4.1 BLC 標準の特徴 


 


(1)日本の技術に合わせた、建物のライフサイクルに必要な情報を標準化しているため、関係者相互の情


報伝達が円滑に進められる。 


(2)形状情報と属性情報を ID で結ぶ Stem の構造を引き継いでいるため、BIM とともに、2 次元 CAD


でも属性を利用できる。 


(3)各々の製品・材料（以下「製品等」という）が標準化された性能、分類等の情報を持つため、要求性


能を満たす製品等が容易に検索できる。 


(4)ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトが同一に標準化された情報のため、ジェネリック


オブジェクトから対応するメーカー製品等に迅速に置き換えられる。 


(5)将来の国際化への対応を考慮したデータ構造としている。 
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4.2 オブジェクトの作成と利用 


(1) オブジェクト作成から運用までの流れ                  


 


図 4.1  オブジェクト作成から運用までの流れ 
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(2)オブジェクト作成から利用までの原則 


次の原則による。 


①BIM オブジェクトは、BLC オブジェクト標準に基づく。 


②オブジェクトは、新規作成とすでに作成したものの提供とからなる。 


③作成支援ソフト、チェックソフトを民間企業に提供する。 


④新規あるいは既存を活用したものにかかわらず BLC 標準に適合するものは、適合マークを付ける。 


⑤運用段階の規約は別途定める規約に従うものとする。 


⑥ユーザーは以下のことができる。 


 ・ライブラリーにユーザー登録をする。 


・ユーザー登録後は、登録されたオブジェクトの閲覧、ダウンロードができる。 


・要求条件に適合する製品群の拾い出し 


・製品の発売・更新・廃止に関する情報、法令、性能評価、環境基準等に関する情報を受け取り 


 ・ユーザーは製品に関する評価、意見を提出することができる。 


 ・ユーザーは製品の評価を閲覧することができる。 


⑦メーカーは以下のことができる。 


 ・製品の登録。 


 ・製品に関するダウンロード状況の提供。 


・ユーザーからの製品に対する意見、評価の閲覧。 


 


図 4.2 
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資料 運１４－４ 


 


 


主要な質問とその回答 


 


1. 提供ファイル形式及び関連事項について 


2. ジェネリックオブジェクトからメーカーオフジェクトへの切り替え 


3. オブジェクトの属性データでの検索 


4. オブジェクトのデータ入力項目 


5. BOS 証明に入力すべき証明書 


6. 層状オブジェクトのデータ作成者、部材属性の入力者 


7.     性能欄に公共工事標準仕様書等の参照先が示されている意味 


8. BLC マークとカスタマイズ 


9. BLC 標準で作成されたオブジェクトのカスタマイズ 


10. モニタリング 


11. Stem と Stem サイトの取扱い、実験サイトとの関連 


12. 作成支援ソフト 


13. 会員登録とデータ配信 


14. 実施時期、データ登録時期、今後の方針 


15. 費用負担、新組織 
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1. 提供ファイル形式及び関連事項について 


 


Q5：3D オブジェクトは DXF、STEP で用意できるか。 


Q6：オブジェクトの提供ファイル形式は。 


Q7：提供するジェネリックオブジェクトはネイティブファイルか、中間ファイル形式か。 


Q11：実装するデータ構造とインターフェイスは。 


Q12：中間ファイル形式では外部ファイルと内蔵データのどちらが正か。 


Q13：提供ファイル形式を IFC などに統一してほしい。 


 


A： 


・質問の「提供」には下図の作成提供と利用提供が混在していると考えられます。 


・ジェネリックオブジェクトは、利用提供だけでありネイティブファイ形式 


・メーカーオブジェクトは、作成提供と利用提供があります。 


 作成提供では DWG/DXF、STEP、ネイティブファイル形式のいずれか。 


 利用提供では、 


(建築) Revit,ArchiCAD,Vectorworks,GLOOBE 


(設備) CADWe’ll Tfas,Rebro,CADEWA Real,FILDER Cube, ,DesignDRAFT 


(共通) IFC、DWG/DXF 


を予定。ただしネイティブファイル形式への変換は BIM ベンダーの協力が必要 


 


 


2. ジェネリックオブジェクトからメーカーオブジェクトへの切り替え 
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Q9：ジェネリックオブジェクトからメーカーオブジェクトへ必要な時に切り替えられるよ


うにしてほしい。 


Q76：ジェネリックオブジェクトからメーカーオブジェクトへの切り替え時の運用方法    


について示してほしい。 


 


A： 


・ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトは、データ構造が同じであり、そこに


含まれる分類コードも、ジェネリックオブジェクトとその製品グループと見なされるメー


カーオブジェクトを、グループ化して命名する予定であり、容易な切り替えができるよう


に工夫しています。 


・ジェネリックオブジェクトでは内容が記載されていないが、メーカーオブジェクトでは内


容が記載されている項目については、要求性能項目として設定して該当するメーカーオブ


ジェクトを検索できるようにします。 


・ただし、ジェネリックオブジェクトからメーカーオブジェクトへの切り替えには、形状な


どで周辺との関連付けが必要な場合(例：建築では窓と壁との関連、設備機器と配管との


接続等)があり、属性情報の変換だけならばコードの変換で済むが、形状まで変換するこ


とを考慮すると、ネイティブファイル形式に依存しますので、この点は BIM ベンダーの


協力が必要です。 


 


 


3. オブジェクトの属性での検索 


 


Q2：ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトは、どのように検索したり、ダウン


ロードしたりするのですか。 


Q8：属性での検索をしてほしい。 


 


A： 


下記 1.～5.の条件でメーカーの横串検索が可能です。 


1.ジェネリックオブジェクト(or)メーカーオブジェクト選択指定。 


2.各社ネイティブオブジェクト(or)中間ファイル IFC､DWG/DXF 指定。 


3.オブジェクト種別(ドアー､窓､衛生器具､空調機､照明器具)等品目 


 種別で検索が可能。 


4.各属性項目(各種性能､能力､大きさ､用途)等仕様での検索が可能。 


5.データ種別(3D オブジェクト､2D オブジェクト)(各社ネイティブ形式指定)検索。 
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4. オブジェクトのデータ入力項目 


 


Q18,Q22,Q23：必須項目が多数あるので、余分な項目は不要では。 


Q1,Q4：属性データが多く重いのでは。上限を設定すべきでは。 


Q19：ジェネリックオブジェクトは当初すべて記載できないのでは。 


Q20：必須項目は最小限とすべきでは。 


Q21：管理情報項目も段階的に記入されるのでは。 


 


A： 


・ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトは、データ構造は同じです。 


・ジェネリックオブジェクトには､製品段階で入力される情報は不要です。 


・必須項目｢◎｣は必ず必要ですが､推奨項目｢●｣は段階的に整備することで構いません。 


・COBie は、引渡し段階での重要な情報ですが、設計段階では不要です。 


・オブジェクト標準素案報告書 P34 の表 2.3 で、オブジェクトは概ね 1MB を目安としてい


ます。容量は 3D、2D の図に大きく影響され、データにはさほど影響されません。 


・データは、設計段階ですべて入力するものでなく、メーカーが製品として入力するもの、


機器等の設置時期のように引渡し段階で入力するものと、段階で分かれています。 


 詳細は、資料編 資料 1 を参照してください。 


 


 


 


5. BOS 証明に入力すべき証明書 


 


Q24：BOS 証明に入力すべき証明書はどのようなものがありますか。仕様書に関してはど


のような証明書ですか。 


 


A： 


・BOS 証明に入力するものは、次の項目を予定しています。 


 法令で定められたもの(例:防耐火の認定、VOC 認定等) 


 仕様書で定められたもの(材料・機材評価書) 


 環境関係(グリーン調達等) 


・製品等の性能を客観的に証明する必要がある場合に入力が必要です。 


・したがって、性能を第三者が評価した証明書を入力するものです。 
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6. 層状オブジェクトのデータ作成者、部材属性の入力者 


 


Q42：層状オブジェクトの入力はだれが行うのですか。 


Q63：部材の属性はだれが入力するのですか。 


 


A： 


・床、壁、天井等の複数の材料、下地等から構成される製品を層状オブジェクトと言います。 


・層状オブジェクトのうち、ジェネリックオブジェクトは、基本的に BLC が作成し、利用


提供します。現在保有しているジェネリックオブジェクトを一般の利用に提供することも


可能で、その場合 BLC 標準に適合するよう改良を加えます。 


・層状オブジェクトのうち、メーカーオブジェクトは、防・耐火認定を申請している場合は、


認定申請者がデータ作成者となり、その内容に責任を持っていただきます。 


・部材のうち、プレファブ化された製品等の入力は、各メーカー等です。またプロジェクト


現場で形成される部材の属性データは、必要水準・品質を示すものですので設計者が入力


する必要があります。 
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7. 性能欄に公共工事標準仕様書等の参照先が示されている意味 


 


Q：オブジェクト標準に公共工事標準仕様書等の参照先が示されている意味は何ですか。 


 


A： 


・これは製品等の性能項目のうち、公共工事標準仕様書等で表示が求められている場合に、


その該当箇所を示しています。 


・設計段階では、ジェネリックオブジェクトにそのプロジェクトに必要なグレード、数値等


を入力します。またメーカーオブジェクトでは、各製品などの寸法、性能等を入力します。 


・注意事項に記載していますが、該当箇所に記載されてあったとしても、それらが仕様書等


の規定を満足していることを意味するものではありません。 


・また、、公共工事標準仕様書等は版によって該当箇所が変わる場合があります。これは BLC


管理情報項目に「参照している仕様書等のバージョン」の項目があり、そこに〇年版と記


入していただきます。これは NBS の記入方法と同様です。 
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8. BLC マークの審査、登録 


 


Q48：BLC マークの付与の審査は誰が行い期間はどのくらいかかるのですか。 


Q49：データ登録はだれがどのように行うのですか。 


 


A： 


・BLC マークを与えるオブジェクトの審査は、登録チェックソフトによる情報形式のチェ


ック、専門家で構成されるモニタリング委員会での審査の 2 段階を予定しています。 


・登録数量によりますが、審査期間は当初は 1 社当たり数週間程度必要と想定しています。 


・ご注意いただくことは、登録情報の責任は、メーカー等の登録者にあることです。 


・上記に関連する内容は、基本規約事項(素案)第 10 条(免責)、利用規約(検討中)第 7 条(免


責)に記載しています。 


・データ(オブジェクト)登録は、主に製品・機器等の作成者であるメーカーが行いますが、


設計者・施工者等が所有する BIM オブジェクトを登録することも可能です。詳細の手順


は、報告書素案 P56 の図 4.1 に示しています。 


 


9. BLC 標準で作成されたオブジェクトのカスタマイズ 


 


Q44,Q65,Q66：BLC 標準に則ってオブジェクトを作成することができますか。またその場


合 BLC マークはどうするのですか。 


Q45,Q65：BLC マーク付きオブジェクトを改良可能ですか。 


Q65,Q67： ユーザーが必要に応じてカスタマイズすることは可能か。 


Q68：改良した場合の知的財産権は。 


 


A： 


・ジェネリックオブジェクトに関する質問として回答します。 


・BLC 標準に従っており、また幅広いユーザー利用のメリットがあると考える場合は、8.に


示すオブジェクト審査に申請して BLC マークをとることを推奨します。 


・理由は、審査段階で委員会、事務局の視点から検討させていただき、BLC オブジェクト


との調整を図れることで、ユーザーが利用しやすい状況になると考えます。また BOS 一


般のプロパティーにオブジェクト作成者を記載できます。 


・BLC マーク付きオブジェクトの改良は可能ですが、BLC マークはなくなり、規約の対象


外となります。なお、このことをご理解の上で、非 BLC オブジェクトとして利用してい


ただくことはできます。 


・実験段階での BLC マーク付きオブジェクトの改良は、改良の届けを出していただくこと


を予定しています。 


・改良した場合の知的財産権に関しては、原著作権が残るものと理解しています。 
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10. モニタリング 


 


Q63：製品情報の正しさは誰がチェックするのですか。 


Q69：知的財産権、第三者への無断提供、不正なデータ変更の判断基準を示してください。 


 


A： 


・BLC マークを与えるオブジェクトの審査は、登録チェックソフトによる情報形式のチェ


ック、専門家で構成されるモニタリング委員会での審査の 2 段階を予定しています。 


・その他、ユーザーからの質問、疑問、モニタリング委員会の抜き取りチェック、BOS 証


明に添付された内容との（全数）確認は行います。 


・ご注意いただくことは、登録情報の責任は、メーカー等の登録者にあることです。 


・上記に関連する内容は、基本規約事項(素案)第 10 条(免責)、利用規約(検討中)第 7 条(免


責)に記載しています。 


・モニタリング組織に専門家を置いて、知的財産権、第三者への無断提供、不正なデータ変


更の判断を行ってもらいます。基本規約(素案)を参照してください。 


 


 


11.Stem と Stem サイトの取り扱い、実験サイトとの関連 


 


Q43,Q53：Stem 試行サイトは 2019 年 3 月終了では。終了後の対応は。 


Q51：Stem は今後作らなくてよいのですか。 


Q52：Stem 試行サイトと実験サイトとの違いは。 


 


A： 


・Stem 試行サイトは、現在の Stem サイトを一部改良し、建築系オブジェクトを加えた BLC


標準のオブジェクトを扱えるサイトです。2018 年度内に運用を予定します。 


・実験サイトは、BLC 標準に基づく BIM オブジェクトを本格的に扱えるサイトです。実験


サイトは、遅くとも 2019 年度末には運用を予定しています。 


・現在の Stem サイトは Stem 試行サイトに移行し、最終的には実験サイトと一体運用にな


る予定です。2019 年 3 月から実験サイトの運用開始までの間は、Stem 試行サイトをご


利用いただく予定です。 


・Stem サイトが実験サイトと一体運用される意味は、現在のオブジェクトが移行され、ま


た 2 次元 CAD でも実験サイトをご利用いただけるということです。 
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12.作成支援ソフト 


 


Q85,Q86,Q89,Q90：作成支援ソフトとは。利用して意味あるものか。CAD ソフトに対応す


るのか。Revit への対応は可能か。 


Q87：作成支援ソフトはメーカーにメリットがある必要がある。 


Q88：作成支援ソフト等の利用条件は。 


Q91：データ作成手間の軽減方策を考えてほしい。 


Q92：支援ソフトの提供を早くしてほしい。 


 


A： 


・作成支援ソフトは、属性情報をオブジェクト外部に BLC 書式で編集するものです。形状


を自動的に作成したり､オブジェクトに属性情報を自動的に組込むものではありません。 


・ネイティブファイル形式への属性情報の組込みは､BIM ベンダーの開発領域でベンダー各


社に依頼しています。 


・作成支援ソフト等の利用 (すなわちデータ登録と配信)には、実験段階では BLC 会員にな


っていただく必要があります。また実験段階後の公開段階では、契約を結ぶ必要がありま


す。作成支援ソフトの利用＝データ登録ですので、上記が条件となります。 


・報告書案 4.2(1)オブジェクト作成から運用までの流れ を参照してください。 


 


 


13.会員登録とデータ配信 


 


Q55：BLC 会員に登録していなくても、データ配信(BIM ライブラリーへの製品登録)をし


ていただけますか。 


 


A： 


・データ配信(BIM ライブラリーへの製品登録)のためには会員になっていただく必要があ


ります。 


・テータ配信(BIM ライブラリーへの製品登録)にはコストがかかることをご理解ください。 


・試行･実験段階では、オブジェクト作成、配信、利用等において BLC 会員を優先します。 


・なお、メーカーが会員になるとデータ配信以外に製品のダウンロード状況のフィードバッ


ク等のメリットがあります。 
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14.実施時期、データ登録時期、今後の方針 


 


Q38：運用開始時期はいつですか。 


Q39：我々がいつから利用できますか。 


Q53：本運営の開始時期は 2020 年 4 月ですか。 


Q56：BLC 標準のオブジェクトの準備時期はいつですか。 


 


A：以下のスケジュールをご参照下さい。 


 


 


Q71：今後の方針やロードマップを示してください。 


Q72：BLC-BIM の将来像を示してほしい。 


 


A： 


・BLC 標準のより円滑な利用のため、2019 年度末までに見直し、海外との連携を行います。 


・BLC 標準の実装を図るため、実プロジェクトでの実験的利用、運用・維持管理段階での


活用、コード分類の検討等を予定します。 


 


   







11 


 


15. 費用負担、新組織 


 


Q61：データ作成者の費用負担に対する対価としてのメリットは何ですか。 


A： 


・データ作成にコストがかかることは理解しています。このため、作成支援ソフトを提供し


少しでも労力を軽減すること、中間ファイルを提供していただければ、ネイティブファイ


ル形式の変換は、BIM ベンダーで行う様に依頼する予定です。 


・データ作成(メーカー)しライブラリーに登録するメリットは、製品のダウンロード情報を


受け取れることであり、会社全体として大きなメリットが生じます。 


 


Q77：ユーザーは無償でダウンロードできるのか。 


A： 


・試行･実験段階では会員についてはデータ登録は無料。 


・試行・実験を経て、公開しますが、その際は BIM ライブラリーサイトが継続的に運用･維


持できる費用負担をお願いする予定です。 


 


Q70：新組織はどのような内容か。 


A：本年 5 月の総会で、在り方部会長から説明したように、BIM ライブラリーの運営にふさ


わしい組織形態、運用について今後検討していきます。 


 


Q36,Q40：ライブラリーの利用は会員である必要があるのですか。 


Q35：企業の参加ですべての職員が利用できますか。 


Q37：ライブラリーの運営はだれが、どのように行うのか。 


Q81,Q82,Q83：ライブラリーの運営に関する費用負担は発生しますか。 


Q78：ライブラリーの運用 に関する費用負担はどのようにするのか。 


Q79：誰の所有になるかの観点で利用料徴取を検討してほしい。 


Q80：ライブラリーの利用は有償か、無償か。 


A： 


・試行→実験→公開の段階を踏む予定です。 


・公開段階では、別途ユーザー会員登録が必要になります。 


・BIM ライブラリーは情報インフラであり、これを支えていくことが将来の社会に有用で


す。ライブラリーの運営には、システム改良、モニタリング、運営に伴う費用などが発生


します。継続的な運営・維持のためには、ユーザー、メーカー、ソフトウェアベンダーが


各自のメリットを共有して、WIN-WIN の関係で広く支えていくことが必要です。BLC サ


イトが運用･維持できる費用負担をお願いする予定です。 
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BLC•BIMオブジェクト標準に関するアンケート、ご質問、ご意見等集計結果　（2018/9/6アンケート回答最終締切）


質問・意見 業種 9/12建築WG回答案+9/14事務局+9/19運営委員会+9/20運用部会 本文への反映事項等


技術的な事柄に関する質問・意見 建 設 在 運


1 P30　これだけ属性が多いとデータが重くならないか？1MBにおさまるのか？ その他
〇 〇


1 属性情報はテキストデータのため、容量への影響は大きくありません。３D等形状データの容量が大部分となり


ます。


2 P57図4.2　ジェネリックは「BIMベンダーへ提供」とあるが、各BIMソフトからライブラリに外部アクセスするのではなく、BIMソフト内


に実装されるのか？また、メーカーObjは外部参照か？


その他 2 ジェネリックオブジェクト、メーカーオブジェクトともに原則として当ライブラリ内に掲載します。BLCから


BIMベンダーへ提供したジェネリックオブジェクトについてはBIMソフト内にも格納されます。
①本文に記載


3 参加企業にCADソフト開発企業が参加しているが、使用するCADソフトにライブラリのデータがインストールすることはできるのか？ 設計 3 2項に同じ


4 3Dオブジェクトのサイズは1.0MB目安で、上限はないのか。また、今は上限がなくても今後は設定するのか。 メーカー 〇 〇 4 上限は設けませんが、なるべく軽く作成するようにお願いします。


5 3DオブジェクトをDXFにて用意できないか。STEPでも可能か。 メーカー
〇 〇


5 DWG/DXF･IFCその他主要中間ファイル(STEP･IGES･STL等)の掲載を許可します。STEPは変換して掲載しま


す。


②ファイル形式について。


5,6,12,13,17


6 メーカーおよびジェネリックオブジェクトの提供形式はどのように考えているのでしょうか（ARCHICAD GDL/Revitファミリ/その他？）


形状がパラメトリックであれば、IFCだけでは難しいと思います。


施工
〇 〇


6 主要BIMソフトのネイティブ形式での配信と､中間ファイル+属性情報の掲載を検討しています。資料編p17の


ファイル形式をもとに、最終報告書案に記載します。


②


7 BLCが作成するジェネリックオブジェクトは、BIMベンダーのネイティブデータも含まれるのか。それとも、STEM形式やIFC形式などの中


間フォーマットに限定されるのか。


設計
〇 〇


7 5,6項に同じ ②


8 属性情報での検索をぜひ実現して欲しい。 設計 〇 〇 8 BLC-BIMライブラリー配信サイトでは､属性情報での検索ができる様に計画をしています。


9 設計段階および施工時の協力業者への見積り段階では、メーカーを固定しないため、ジェネリックオブジェクトを使用し、FM段階では


メーカーオブジェクトが望ましいと考える。ジェネリックオブジェクトでは、形状や性能値が確実に入っていることを望む。また、BIMモ


デルにおいて、ジェネリックオブジェクトからメーカーオブジェクトへの差替えが容易な仕組みが欲しい。


設計・施工


〇 〇


9 ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトは同じデータ構造であり、ユーザーが必要な段階で置き換え


可能な構造にしています。基本的な性能以外は設計者が要求する値を選定・入力する必要があります。容易な差


し替えについてはベンダーにアドオンソフト等の開発の要望を行う予定です。


③ワークフロー・モデル置換に


ついて


9,14,33,84


10 新たに追加された以下の仕様属性について、仕様（内容）が明確になっていませんので、検討・調整が必要だと考えます。


・分類グループ(1210)・製品グループ(1220)・製品写真(サムネイル)(1410)・3Dファイル形式(1450)・製品出荷対象(1550)


その他
〇 〇


10 追加した項目はオブジェクトに埋め込む情報ではなく、ライブラリーWebサイトに掲載するための情報項目で


す。今後、標準の取り扱いマニュアルの発行までに議論を進め決定させて頂きます。


11 ソフトに実装する際のデータ構造と入力インターフェイスをどうするか。 設計


〇 〇


11 各社CAD/BIMソフトに実装する際のデータ構造は､各社ソフトのデータ構造に依存しますが､全ての属性項目が


反映できる内容で構成します。入力インターフェイスは､中間ファイル+属性情報をインポートする仕組みをベン


ダーに検討していただく予定です。


12 中間ファイルにDWGとIFCの双方を認めると、属性データの持ち方（外部ファイルor内部記載）はどちらが正なのか。 設計
〇 〇


12 中間ファイルについては5項に同じ。属性の持ち方はIFCも含め､中間ファイルは｢外部｣、ネイティブファイル及


びIFCファイル等は｢内部+外部｣を予定しています。


②


13 作成・読込双方の負担を減らす為、3Ｄ図のフォーマットをＩＦＣ形式等に統一して欲しい。 施工
〇 〇


13 各社メーカー及びベンダーの状況が統一されていないため、主要ネイティブファイルの他、各種中間ファイルを


当面容認する運用となると思われます。


②


14 ジェネリックオブジェクトとBIMソフト内の基本ツールで作ったオブジェクトとの使い分けの検討が必要。ジェネリックオブジェクト→


メーカーオブジェクトの変換、あるいはBIMソフトのオブジェクト→メーカオブジェクトの変換が上手くワークフローに組み込めることが


できるか検討が必要と思います。


設計・施工


〇 〇


14 9項に同じ ③


15 形状情報はできるだけパラメトリックに変更できるようにして欲しい。


製作可能範囲の寸法制限の機能もあると便利。部品のカスタマイズの容易性も重要だと思います。


設計・施工
〇 〇


15 建築、設備分野の違いや、機器の種別によってパラメトリックの要否が異なると思いますので、今後､試行的に


作成するジェネリックオブジェクト作成の際に検討させて頂きます。


16 個々のデータの仕様は、将来的な技術革新を見据える必要があると思いますがいかがでしょうか。 その他 〇 〇 〇 16 同じように考えていますので、前向きに検討します。


17 国内で流通している、各BIM-CADネイティブフォーマットへの対応をパワフルに行う必要が出てくる可能性もあると思われますがいかがで


しょうか。


その他
〇 〇 〇


17 BIMベンダーへの働きかけを進める予定です。 ②


標準に関する質問・意見 建 設 在 運


18 P30　必須項目が多数あるが、維持管理で使わない場合はCOBieは除外などを明記してはどうか？（そもそもCOBieが必須/推奨となってい


るのはどういう意味か？）


その他


△ △


18 ジェネリックオブジェクト/メーカーオブジェクトともに同一のデータ構造としています。


すべての属性項目を最初から埋める必要は無く、設計・施工・竣工・FMなど時系列に伴って段階的に入力され


ていく項目もあります。今後､必須・推奨の表現を整理する予定です。


④属性項目(項目数、入力者、


ワークフロー等)について


図解


18,19～23,30


19 P30　ジェネリックモデルには必須項目が入れられないものが多数ある。対象外であることを明記。 その他


〇 〇


19 18項に同じ。属性項目一覧表｢必須◎｣｢推奨●｣｢ID項目のみ値は空欄〇｣を参考に作成願います。


今後の技術計算や確認申請での利用を見据えて検討した項目です。今後、利用実態を踏まえて増減の可能性もあ


ります。


④


20 属性情報の枠を決めていただくことは非常に素晴らしいと思います。ただ、早期の展開を進めるためには、必須項目を最小限でスタートす


るのがよいと思います。


設計・施工
〇 〇


20 19項に同じ。運用当初は必須項目｢◎｣以外の推奨｢●｣項目は柔軟に軽減し運用させて頂く予定です。 ④


21 管理情報項目の必要度は設計の段階により異なる。（企画・基本設計・実施設計） その他 〇 〇 21 19項に同じ ④


22 属性が多すぎではないか？ライブラリにそんなにたくさん持たせるのが適当なのか？最小から始めて必要に応じて増やす仕組みがよいので


は？現状、1割もつかわれないのでは？周辺環境とあっていない。


設計・施工
〇 〇


22 19項に同じ ④


23 属性はカテゴリごとに重複する項目も多いですが、全て登録する必要があるのでしょうか？ 設計 〇 〇 23 19項に同じ ④


24 P30　BOS証明に該当する仕様書にはどのようなものがあるか？日本の各種仕様書は含まれるか？その適合はだれが確認するか？ その他
〇 〇


24 JIS/JAS/法令等に基づく認定･評価（防耐火･材料機材評価等）/標準仕様書などが含まれます。ライブラリでは


第三者の証明書が付帯することの確認のみを行います。


⑤証明について


25 外観写真は3Dオブジェクトとは別として必要なのか。 メーカー
〇 〇


25 外観写真はサムネイル用で、製品を判別・PR可能なものとなります。3Dレンダリング等による画像も可とする


ことを検討しています。現在のところ、内包する3Dモデルから自動生成を行う予定はありません。


26 パラメトリックというより外形オブジェクト+属性情報という形か？特定のBIMソフトを優遇するようなライブラリ生成ソフトであっては


いけない。


設計・施工
〇 〇


26 パラメトリックなオブジェクトは提供メーカーの作成仕様に依存します。作成支援ソフトは属性情報項目の入力


支援を行うためのもので､各社BIMソフトへの取込みは各ベンダーで作成を依頼する予定です。


27 BLC-BIMオブジェクト標準v1.0報告書素案P41～44表2.7 BLC技術情報項目(設備)はStem項目の全てを表記されていません。表記されてい


ない項目の表記をお願いします。


メーカー
〇


27 報告書素案は抜粋版のため、全項目を掲載していません。最終報告書案には全項目を記載します。


区分
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BLC•BIMオブジェクト標準に関するアンケート、ご質問、ご意見等集計結果　（2018/9/6アンケート回答最終締切）


質問・意見 業種 9/12建築WG回答案+9/14事務局+9/19運営委員会+9/20運用部会 本文への反映事項等区分


28 窓を例に考えた場合「層状のオブジェクト」同様に窓が設置される壁との関係性も含め「窓」であると言えると思います。この手のジオメ


トリ情報も含めた標準となるのでしょうか。


施工
〇


28 BIMソフトに依存します。ソフトによる挙動の違いへの対応は今後検討します。


29 設備に関して 電気オブジェクトの属性情報について業界全体で方向性を確認する必要があるのではないでしょうか


とくに、照明・コンセント・防災設備・スイッチ・自動制御関連


設計・施工
〇


29 電気設備属性標準については､関係するメーカーとBLC部会にて検討を継続する予定です。


30 管理情報に『製造停止年月』が記載されているが、設計段階および施工段階では製造停止年月はまだ不明なのではないでしょうか？一度


作ったBIMモデルへ、個々のオブジェクトに追記された情報の追加はどのようになるのでしょうか？


設計・施工
〇 〇


30 ジェリックオブジェクトではIDのみ記入し､製造停止年月日は空白で未記入の予定です。


一度BIMモデル内に配置したオブジェクトの追記はユーザーがメンテナンスを行うことを想定しています。


④


31 属性情報の表示順序はどのような規則性を持たせますか？利用する側からと提供側とでは要望する順序が変わると思うのですが 設計
〇 〇


31 属性情報のやり取りは｢属性ID｣にて行いますので、表示順は規定していません。


32 仮設ファミリの要望がとても増えてきています。今後予定など検討されているか教えてください 設計 〇 32 建築分野の仮設資機材･機器については、日建連の活動と連携を進め、今後整備する予定です。


33 規定する情報レベルとワークフローの適用時期が実務を反映しているか。各社で異なる考え方の違いをどう取り込むか。 設計 〇 〇 〇 33 9項に同じ ③


34 日本の設備IFCデータ利用標準に対する新規格の位置づけ。（メーカーにとっての優先度） 設計 〇 34 buildingSMART Japanと連携していますが、実施時期は未定です。 ※要確認


運営・管理・体制に関する質問・意見 建 設 在 運


35 各種データをライブラリにて使用するにあたり、1パソコンでの使用であるのか、１企業が参加（入会）する事で全ての社員が使用できる


のか？


設計
〇


35 ライセンス・利用形態は検討中です。 ⑪


36 ライブラリを使用するのにはBLCの会員である必要があるか？ 設計
〇


36 ライブラリーサイトは、試行→実験→公開の段階を踏みます。公開の段階では、別途利用登録を行うことを想定


しています。


37 ライブラリーは誰がどのように監理/管理するのでしょうか？ その他 〇 37 BLC内にモニタリング体制を設置します。ライブラリWebサイト運営はBLCから外部委託の予定です。 ⑧


38 BLCの運開時期はいつ頃をお考えでしょうか。 設計
〇


38 ライブラリの運用開始は2019年度末を予定しています。 ⑥スケジュールについて


38,39,43,53,56


39 我々がいつから利用できるかがわかりません。 設計・施工 〇 39 38項に同じ ⑥


40 BLCの運用にはデータ追加等のメンテナンス管理が必要となりますが、BLCの使用にあたって会員である必要はありますか。 設計 〇 40 今後建設業界で共有した利用環境を構築して行きたいと考えます。会員の扱いは検討中。


41 現在、未会員ですが、今から会員になるメリットを教えてください。 設計 〇 41 BLC仕様の策定にご意見を頂ける機会となりますので、是非ご参加下さい。


42 「層状のオブジェクト」の話がありましたが、そのオブジェクト情報は誰が入力する想定でしょうか（LGS壁の場合LGSメーカー？ボー


ド？ユーザー？）


施工
〇


42 認定品は認定取得者による提供が原則となります。ジェネリックオブジェクトはBLCが提供し、各材料の属性は


必要に応じて素材メーカー、設計段階に必要なものはユーザ－が入力することを想定しています。


43 LC-BIMオブジェクト標準(素案)説明会資料スライド43、2019年度にSTEP2bにて「・試行サイトの改良(Stem)」とあります。2019年3月で


維持終了となりますが、どのような計画でしょうか。


その他


〇


43 BLC試行サイトではStem2Dデータをテスト用に移行する予定です。BLC本番サイトでは､各社メーカーの意向


(旧データは削除等)により再編成を行い掲載の可否を検討する予定です。いずれにしてもStem掲載は継続しま


す。


⑥⑨


44 BLC標準に則ってユーザー自らBIMオブジェクトを作成した場合、そのデータの位置づけはどのようになるのでしょうか。


①マークなしでユーザーが自由に使える(マーク＝BLCが付与するマーク）


②マークを取得することを推奨する


③マークを取得しないと利用を認めない


設計


〇


44 ②マークを取得することを推奨します。BLC標準に則って自作及びそれを使用することに制限はありませんが、


BLCマークはライブラリに公開することによって付与されます。


⑦標準オブジェクトの取り扱い


とマークについて。


44,45,48,65～68


運用部会でも検討


45 BIMライブラリーコンソーシアムが提供するマーク付きBIMオブジェクトをユーザーが改造して使用することは可能ですか？ 設計
〇


45 ジェネリックオブジェクトを各々の責任によってカスタマイズすることに制限はありませんが、BLCマークは削


除となります。詳細はオブジェクト利用規約に掲載予定です。以降44項に同じ。


⑦


46 素案p4.メーカーのメリットとして、ユーザーに迅速に伝わるとあるが、更新の頻度、アナウンスの方法は具体的にどうなるのでしょうか。 メーカー
〇 〇


46 メーカーから提供された新製品・更改情報はWebサイト上に随時掲載します。メールニュース等で定期的に配信


することも検討しています。


47 素案p31.将来の国際化への対応とあるが、「輸出管理の規定」はどう考えているのでし ょうか。提供するメーカー責任ではメーカーの負担


が大きいと感じます。


メーカー
〇 〇


47 ライブラリに掲載する情報には製造情報・機密情報等は求めません。また、BLCは商取引には関与しません。


48 素案p54.BLC 標準マークの付与は、誰がどのように審査するのでしょうか。審査にはどれくらいかかる想定でしょうか。 メーカー
〇 〇


48 BLCマークはデータ構造の正しさを証明するものであり、製品を審査するものではありません。ライブラリに掲


載された内容の正確性はBLCのモニタリング体制でチェックを行います。


⑧モニタリングについて


37,48,63,69


49 素案p56.BIM オブジェクト提供契約はどう結ぶのでしょうか。また、データ登録時のチェックと登録は誰がどのようにするのでしょうか。 メーカー
〇


49 データ提供者とBLCが年度単位で契約を締結することを想定しています。後半は48項に同じ


50 試行的メーカーオブジェクトは、どのように選ぶのでしょうか。 メーカー
〇 〇


50 ジェネリックオブジェクトの作成を先行して行い、メーカーオブジェクトの選定はBLC会員企業を優先して今後


検討していく予定です。


⑩


51 118項に関連して、今後、Stemは作らなくてもよいのでしょうか？ メーカー
〇


51 従来のStem仕様での編成は､BLC仕様に包含されますので、BLCサイトの運用開始からはBLCサイトで継続くだ


さい。


⑨STEMに関連する事項。


43,51,52,53


52 当日説明資料中の今後のスケジュールにある「ＳＴＥＰ２試行サイト」と「ＳＴＥＰ３実験サイト」の違いは何ですか？ メーカー
〇 〇


52 STEP2試行サイトは従来のStemサイトを改修し試行を行うもので、STEP3実験サイトは本格運用と同じプラッ


トフォームでの運用を予定しています。


⑨


53 今現在の予定として、本運営は２０２０年４月からと考えて良いですか？


Ｓｔｅｍデータ配信サービスが２０１９年３月３１日に終了してからの１年間は、どのようなデータ配信の運用がされますか？


メーカー


〇 〇


53 BLCサイトの実験稼働は2019年第４四半期を検討しています。Stemサイト(建設業振興基金運営)2019年4月以降


は、BLC試行サイトで本稼働までテスト運用することを検討していますので、BLC試行サイトへ登録ください。


⑥⑨


54 ＢＬＣ標準仕様の詳細は、確定後ホームページ等で公開されますか？ メーカー △ △ 54 仕様確定後、BLCホームページに公開することを予定しています。


55 ＢＬＣに参加していない設備機器メーカーのデータも、データ配信サービスに登録して頂けますでしょうか？ メーカー
△ △ △ △


55 当面はBLC会員企業のデータに限り登録を行う予定です。 ⑩会員企業の扱いとデータ登録


50,55,56


56 55項が可能な場合、いつまでにＢＬＣ標準仕様のデータを準備したら良いですか？（当社の場合、必要と思われる全機種のデータ完成には


着手後約１年、予算的には数百万～１千万円程度を要します）


メーカー
△ △


56 メーカ各社様の事情により順次対応推進を戴ければ結構です。2019年度からの試行サイト運用及び本番サイト運


用の際には、試行的データーを作成･登録を戴き、内容の評価検証にご協力ください。


⑥⑩


57 各ベンダーに対し属性情報実装にむけ強制的なルールや規則が必要と感じておりますが、最終ゴール方向性について再度確認しておく必要


があるのではないでしょうか


設計・施工
〇 〇


57 昨年末にはBIMに関係する建築系、設備系CADベンダー各社様にご説明と協力のお願いを実施しています。
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58 BLC標準の認証などのインセンティブの与え方、確認申請等建設プロセスでのキーとなる部分に使える標準（認証済）ライブラリとするこ


とも普及の上では重要と考えます。


設計
〇 〇


58 建築確認申請のBIM対応の動向があり、その連携のため法令等に関するプロパティを用意しています。BLC標準


のマークを用意しています。


59 BLC標準データ・コーディネーターの教育など、実際に運用する企業への支援も必要。 設計 △ △ 〇 59 今後、マニュアルの作成、普及活動などを予定しています。


60 メーカーオブジェクトの場合、最新の機種などの更新等が充実していないのが心配です。型落ち品番のファミリで作成することになるよう


な気がしますが対処等考えておりますか


設計
〇 〇


60 オブジェクトを提供いただくメーカーとの契約に「速やかに更新すること」を盛り込む予定です。 運用部会で検討


61 データの作成者の負担に対し、得られるメリット・報酬の明確化。 設計
〇


61 当面ジェネリックオブジェクトはBLCが作成します。メーカーオブジェクトはメーカーが負担します。メリット


については報告書P4～をご参照ください。


62 建具の事例は記載されていますが、それ以外のスケジュールは決まっていますでしょうか？ その他
〇 〇


62 現在、床・壁・天井・ユニットバス・システムキッチン・洗面化粧台等について検討を行っており、順次公開し


ていきます。


63 部材の属性は、誰が登録するのでしょうか？情報の正しさは誰がチェックするのでしょうか？ その他 〇 63 属性の登録者については61項に同じ。チェック体制については37，48項に同じ ⑧


64 海外を含むソフトベンダーに日本仕様への協力をどのように得るか。 設計 〇 〇 64 57項に同じ


65 BLC-BIM オブジェクト標準の活用にあたり、ユーザーが必要に応じて手を加える必要が生じると思われます。BLC-BIM 標準に倣ってユー


ザー自ら BIM オブジェクトを作成した場合、BLC データの位置付けはどのようになるのでしょうか。ユーザーが自由に使用できると考え


てよいでしょうか。


その他


〇


65 44,45項に同じ ⑦


66 65項に関連。使用できる場合、BLC が付与するマーク取得のルールを教えてください。


例えば、①マーク取得の義務、②できるだけマーク取得、③マーク不取得、など。


その他
〇


66 44,45項に同じ ⑦


67 65項と同じ理由により、BLC マーク付の BIM オブジェクトはユーザーが自由に変更して使用できるでしょうか。例えば①変更可能、ユー


ザーの自由裁量、②変更には事前許可が必要、③変更不可、など。


変更可能の場合、マーク取得についてはどのような扱いでしょうか。例えば、①既存のマーク付と同じ、②変更履歴を残せば既存マーク付


の扱い、③新たにマーク取得、など。


その他


〇


67 44,45項に同じ。


ジェネリックオブジェクトを加工した場合は、新たにBLCマークの取得申請が可能です。メーカーオブジェクト


を加工した場合は再取得はできません。


⑦


68 67項に関連。BLC マーク付の BIM オブジェクトをユーザーが変更した場合、変更作成されたオブジェクトの知的財産権はどのような扱い


でしょうか。例えば、①BLC 所有、②BLC と変更作成者の共同所有、③変更作成者、④BLC と変更作成者との協議、など。


その他
〇


68 44,45項に同じ。ジェネリックオブジェクトを加工した場合は、基本的に①BLC所有と考えています。 ⑦


69 第 3 章に記載されている「知的財産権の侵害、第三者への無断提供、不正なデータ変更等」について判断基準（具体的な例示）を明確にし


てください。


その他
〇


69 専門家によるモニタリング委員会による判断を予定しています。 ⑧


70 報告書素案の 56 頁の＊２に「（一財）BIM ライブラリー推進協議会（仮称）への移行を検討中」となっています。設立目的、設立目標


年、業務内容、体制、短中期的事業計画、等についてご説明をお願いします。


その他
〇


70 検討中


71 70項 に関連。BLC は設計から施工そして維持管理までの一貫したトータル BIM を目指していると思っていますが、今後の方針やロード


マップを教えてください。


その他
〇


71 報告書素案本文P16をご参照ください。


72 71項 に関連。日建連が推進普及する施工 BIM を中心に置いて設計と維持管理の BIM に適用・展開することなく、建築設計界及び維持管理


業界それぞれの分野固有のあり方を踏まえた仕組みにしてください。BLC-BIM の将来像を少し具体的にお示しください。


その他
〇


72 報告書素案本文P3に示すように、ライフサイクルにわたる適正な活用が目標です。


73 当社はGLOOBEユーザーのため3Dカタログとの棲み分けをどうするか検討が必要と思います。将来的に福井コンピュータがはBLCに加入す


るのでしょうか。


設計･施工
〇


73 3Dカタログ.comは住宅系であり、BLCはビル系です。


74 完成品、半完成品どちらか両方か、配布するデータの仕様によってサイトポリシーの考え方は変わると思われますがいかがでしょうか。 その他 〇 74 検討中


75 欠番 75 欠番


76 １．ジェネリックモデル→メーカーモデルへの切替時の運用方法や、メーカーモデルの使用者を明確にしてほしい。 メーカー 〇 76 6,9項に同じ。プロジェクトの中で決定されるものと考えています。 ③


費用に関する質問 建 設 在 運


77 P57図4.2　ユーザーは無料でダウンロードできるのか？ライブラリーには無償ビューアが提供されるのか？ その他 〇 77 検討中


78 運用・運営にかかる経費は誰がどのように費用負担するのでしょうか？ その他 〇 78 運営・維持にかかる経費は原則としてユーザーとメーカーにご負担いただく方針で現在検討中です。


79 BIMによる建物・設備モデルにBLCのライブラリを使用することになると思います。ライブラリーの使用については利用料が発生すると思


われますが、最終的な建物・設備・BIMモデルは「誰の所有物になるか」という観点で、利用料徴収の仕組みを検討する必要があるともい


ます。


設計・施工


〇


79 78項に同じ。ご指摘のような観点も含め、発展的な運営･維持が出来る方法を検討して参りたいと思います。 ⑪費用負担について。


35、78～82,84


80 データ利用は有償か？無償か？ 設計 〇 80 78,79項に同じ ⑪


81 サイトの運営費用等はどのように捻出するのでしょうか。 メーカー 〇 81 78,79項に同じ ⑪


82 BLC-BIM オブジェクト標準の使用料のお考えを示しください。 設計・施工 〇 82 78,79項に同じ ⑪


83 欠番 83 欠番


84 ３．１（76項）と似ているが、全体の運用イメージを確定していってほしい。（下記は細かい内容ですが…）


・使用者はどのようなインターフェースからオブジェクトを選ぶ？


・ユーザー、データ登録者　双方、費用が発生？


・登録データの差し替え方法は？


メーカー


〇 〇 〇


84 インターフェイス（画面設計）については今年度より検討します。


費用について 78項に同じ。


データの差し替えに関しては9項に同じ。


③⑪


支援ソフトに関する質問・意見 建 設 在 運


85 オブジェクトの作成支援ソフト・チェックソフトはどのようなものか、いつ提供されるか知りたい。 その他


△ △


85 主な機能は､仕様属性情報とBIMオブジェクト及び各種関連ファイルを紐づけ､配信形式の中間ファイルデータを


編成する機能です。各社BIMベンダーのネイティブ形式の変換･取込み機能は各BIMベンダーに作成依頼する予


定です。


⑫支援ソフトについて。


85～89


86 ライブラリ生成・チェックソフトとは何か？誰がどういう基準でデザインし、合否判定するのか？それは信用できるのか？使えるのか？使


えないライブラリを用意しても意味がない。


施工
△ △


86 現段階は､中間データ形式の仕様属性項目などの整合性をチェックする機能に限定されますが､今後BIMオブジェ


クトの基準適合などの判定をどの様に行うか議論を進めます。


⑫


87 オブジェクト作成支援ソフトは、特にメーカー殿やCADベンダー殿など、作成側に広く開放され、作成者に十分なメリットが出るものであ


る必要があると思います。


設計・施工
△ △


87 現段階で予定している作成支援ソフトについては､普及推進のため広く公開予定です。 ⑫
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88 作成支援ソフト、チェックソフトを利用できる企業に条件はあるか？ メーカー 〇 88 開発の経緯から、当初は主にBLC会員向けを予定しているが､今後は広く公開して行く予定です。 ⑫


89 素案p57.作成支援ソフトで作成すれば、CAD ソフトに対応するのでしょうか。また、ソフトで作成すれば BLC 標準になるのでしょうか。 メーカー
△ △


89 作成支援ソフトは属性情報のオブジェクトへの記述を支援するもので、3D形状モデル等の編集機能はありませ


ん。


⑫


90 メーカーオブジェクト用の作成支援ソフトについて、Revitデータへ対応することも可能か。 設計 △ △ 90 Revitデータへの読込変換につきましては、CADベンダーでの対応が進めば将来可能になると思います。


91 開発をご予定いただいておりますデータ作成支援ツールの方、実務では必須になると思います。弊社に限らず各メーカにおいて、できる限


りデータ作成を効率化することが、提供を継続するために必要かと思います。やはりこういったツールが重要ですが、この他にも是非、


データ作成作業の負担軽減策についてのご検討を、宜しくお願いいたします。


メーカー


△ △


91 BIMライブラリーの普及推進には、CADの種類毎の制作を省き、BLC標準共通フォーマットを作成頂けば、CAD


ベンダー各社にて変換対応を行うことで､機器メーカー各社の負荷軽減が出来る運営を目指しています。


92 ２．メーカーにモデルのチェックツールを提供するとのことだが、早めに提供してほしい。 92 早期に開発を進めたいと思います。85項に同じ。 ⑫


希望する事柄 建 設 在 運


93 コストコントロール、概算、積算等のコスト管理に使いたい。 その他 〇 93 標準コストを掲載予定です。


94 公共建築物のFMに利用可能とすべき。 その他 〇 94 COBieに関連する情報項目を記載可能としています。さらに年度後半から検討予定です。 FMでの利用について。


95 FMについても追って標準化してほしい。有効なことは明らか。 その他 〇 95 94項に同じ 94,95,96,107,109


96 民間マンションの長期修繕計画、大規模修繕に利用すべき。 その他 〇 96 長期修繕計画・大規模修繕にも利用できる属性情報項目を提供予定です。


97 BLC-BIM(Ver1.0)を利用した建物BIMモデルデータがあるとよい（サンプル事例）。 その他 〇 〇 97 サンプルオブジェクト、サンプル建物の提供を検討しています。 サンプルオブジェクトについて


98 いくつかでよいのでサンプルオブジェクトを見ないとわからない。 施工 〇 〇 98 97項に同じ 97～100


99 代表的なソフトのオブジェクトテンプレートがないと、どう作成するか見当もつかない。 施工 〇 〇 99 97項に同じ


100 BIMユーザーがわかりやすい内容が、推進のスピード化となります。 設計・施工 〇 〇 〇 〇 100 97項に同じ


101 標準化は大切です。国を巻き込んだ形でのスタンダードの作成を希望いたします。 設計・施工
〇


101 日本国内と国際化を見据えたBIM関連の標準化は､ご意見の通り大変重要と認識しています。


今後､公共工事･民間工事共で試行し、統一基準として普及さされることが必要と思っています。


102 運開時には電気設備設計をするに満足できるジェネリックオブジェクトやメーカーオブジェクトを提供いただけると考えてよろしいでしょ


うか。


設計
〇


102 運用開始時点で満足できるジェネリックオブジェクトやメーカーオブジェクトが全て完備することは難しいと思


いますが､関係者のご協力を頂き､整備を進めて行きたいと思います。


103 以前、設備部会の電気設備の個別WG開催の話が出ていたが今後開催する予定はありますでしょうか。 設計 〇 103 電気設備の仕様検討を進める必要がありますので、今後関係者の方々の参加を頂き開催を行う予定です。


104 大手の電気設備機器メーカーに参加してもらうなど、自発的な参加を待つのではなくてゲストでお招きするなど情報交換をする場が必要で


はないでしょうか


設計・施工
〇


104 ご意見の通りと思います。オブザーバーでの参加要請を行っていますが、今後､参加頂ける様に､BLC会員のご協


力を頂きながら､継続的に進めさせて頂きます。


105 ご承知の通りと存じますが、現在、建築物の外皮や設備における省エネの分野では一定規模の床面積以上の非住宅建築において、省エネル


ギー基準に適合していることが義務付けられています。今後は規模によらず、住宅/非住宅すべてにおいて、適合義務が進んでいくとされて


います。


上記の省エネ適合判断の計算は建築研究所のWEBプログラムにより計算され、出力された計算書は、確認申請時に所管行政庁に提出が求め


られます。この、建築研究所のWEBプログラムというのは、入力シートと呼ばれるExcelファイルに設計情報を入力し、アップロードして


計算する仕組みです。入力シートに情報を埋めるために、BIMやCADを使って効率化を図るためのソフトウェアを、弊社をはじめあらゆる


ベンダーが開発しています。


つきましてはBIMオブジェクトの入れ物に入力シートExcelのデータを入れてほしいと思います。


その他


〇 〇


105 現在の仕組みの中でデータシートの添付が可能なので、検討します。


106 全ての部品が整備できないと、環境・FM・コストシミュレーションなどの最終アウトプットができないのではないか。ライブラリーを整


備するなら徹底的にする必要があると思います。


設計・施工
〇 〇


106 その方向で整備することを検討中です。


107 属性情報のFMでの活用方法を具体的に知りたい。 設計・施工 〇 〇 107 94項に同じ


108 BIMを啓蒙するような情報発信サイトの機能が付加されることを期待しています。 その他 〇 108 今後検討していきます。


109 保全・FMに繋がる付属情報等の標準化の検討を期待しています。 その他 〇 〇 〇 109 94項に同じ


110 修正要望


p25.CI-NETコード → 建設資機材コード(http://www.kensetsu-kikin.or.jp/ci-net/cinet/sikizai.html)


p25.建設業振興基金・建設産業情報化推進センター → 建設業振興基金


p25.「CI-NETコード」説明2行目「取引に使用される」 → 「取引において、資機材を特定する」とする。


P38.「企業コード」説明1行目「標準(統一)企業コード(6桁)」 → p.39説明および図では、企業識別コード(統一企業コード)(6桁)とあり、


JIPDECサイトでも、標準企業コードの定義が少しあやふやながら「標準企業コードの体系：企業識別コード(6桁)+枝番(6桁)としていま


す。(https://cii-kcode.jipdec.or.jp/code_system.html)よって、説明1行目「標準(統一)企業コード(6桁)」は「企業識別コード(統一企業


コード)(6桁)」とする。


その他 110 検討中 本文修正


その他意見 建 設 在 運


111 BIMソフトにはかなりのオブジェクトが実装されているが、これができると今までBIMソフトでできなかったどのようなことができるよう


になるのか？BIMそのもののメリット(4.3％)とライブラリのメリットが混同されている。


その他
〇 〇 〇


111 BIMソフトに格納されたジェネリックオブジェクトから、メーカーオブジェクトと関連付けが可能。4.3％全体


がライブラリの効果でないことは認識している。


112 日本でのコード体系が統一されることが大事と考えます。 設計・施工
〇 〇 〇


112 CI-NETの見直しを行う必要がありますが、主体はBLCだけでは出来ないため､建築関係各団体での編成作業に期


待します。


⑬分類コードについて


112,113,124


113 我が国の建築コードインデックスを再構築することが必要。 その他 〇 〇 〇 113 112項に同じ ⑬


114 これでライブラリ作成が進むのか疑問。誰が手間をかけて作成するのか？作成者本人のメリットが感じられない。強制力がない。具体的な


活用シーンもイメージできない。


施工
〇


114 関係者がWin-Winの関係を築くことが重要と考えています。


115 ライブラリだけ先行して、属性情報を使う周辺環境が整っていないと意味がなくなってしまう。両方セットで考えないと。 施工 〇 115 利害関係の少ない標準化を優先し、周辺が徐々に応じてくることを期待しています。


116 BIMモデルや属性を利用したツールの開発が増大している現状では、BIMライブラリの標準化が必須と考えます。 設計・施工 〇 116 ご意見の通りと思います。今後BLC活動へのご支援･ご協力をお願いいたします。
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117 ArchiCADというBIM用のCADソフトウェアで、3次元データを作成しています。これは、他のソフトで作成した3次元データをArchiCADに


変換するとどうしてもデータ容量が大きくなり、お客様に受け入れられなかったためです。BLCで提供いただけるソフトで作成した3次元


データも、おそらく各種BIMソフトウェアに変換することになると思いますが、データ容量を小さく抑えられるかが重要だと思います。


メーカー


〇 〇


117 主要BIMソフトのネイティブファイルでの配信を予定しています。作成支援ソフトの機能、格納するデータの明


確化と､データ作成試行と試験運用が重要と考えます。


118 　個人的意見ではありますが１点だけ提案させていただきます。


　BLCでは建材を扱うメーカーに対し広く参加を呼び掛けることになると思われますが、C-CADEC等に参加せずCADデータ等の取り扱い


について一切関係を持ってこなかった業界・メーカーに対して個別にBIMの仕組みを説明し、理解を得ることは困難であるように思われま


す。


　また、形状情報等を持たない建材（壁・床・天井等のレイヤードオブジェクトの構成部材等）は2D・3D情報を持たず、オブジェクトの


プロパティも少ないため、各メーカーが会費を支払ってBLCに登録する意義が見出しにくいのではないかと予想されます。更に、それら数


多の建材群についてBLCで個々に標準を定めていくことは困難であると思われます。


　BLCの運営としては各メーカーが会員となり、自社製品のオブジェクトを登録していく形式が考えられますが、前述の形状情報を持たず


オブジェクトのプロパティが少ないような製品群についてはメーカー団体が会員メーカーの製品を取りまとめてオブジェクトとして登録し


ていく形式も検討の余地があるのではないかと思います。


　メリットとしては以下が挙げられます。


・BLC：BIMへの理解が少ないメーカーに対しての個別説明を省略できる。BLC事務局側として標準の作製・運用の際にその製品群への深


い理解を必要としない。とりあえず登録データ数が稼げる。


・ユーザー：各メーカーの製品が広くメーカーオブジェクトとして登録されるため、利便性が向上する。


・施主：レイヤードオブジェクトの構成部材は設計図書では一般名しか記載されない傾向があるが、メーカーオブジェクトが網羅されるこ


とにより、瑕疵発生時や改修時に有力な情報となりえる。


・メーカー：BLCへの登録に関する費用を削減できる。登録作業についてもメーカー団体事務局に委任できる。


・メーカー団体：団体の知名度向上や会員増加が図れる。


その他


〇 〇


118 検討中


119 メーカの立場からいたしますと、本仕様がStemの延長線と言う位置づけであることは、全く新しいデータを1から作ることと比較して大変


助かるお話しです。ただ、BIMとしてカバーしなければならない属性項目(例えばFM関係)が増えたり海外規格への対応などから、素案にあ


る属性項目数が非常に多くなった印象を受けました。もちろん多くのご議論を経た上で、必要な属性データに絞っていただいていること


は、ワーキングに参加させていただく中で、十分に理解をしておりますが、弊社としましては更に３Dデータへの対応も必要となり、人


的・金銭的投資を継続していくことも厳しい中、投資に対する確たる効果が得られる、若しくは世の中の情勢から対応せざるをえないよう


な状況（例えば、BLC標準データを提供しないメーカは確実に採用候補のメーカから脱落する）になれば、会社としての方向性を早く出す


ことが可能と考えます。今は現場サイドとして取り組みたくても、実現が難しいことになりそうと言うのが率直な感想です。現段階では、


素案の発表のみですので、今後、コンソーシアムに参加しつつ、CADベンダ様、ユーザの皆様の動きを見ながら、判断をさせていただけれ


ばと考えております。


メーカー


〇


119 製品単位で見れば項目の増加はないと考えます。またオブジェクト作成支援ソフトによる省力化を進めていま


す。今後ともご協力をお願い致します。


120 StemのようにCADベンダ様、我々メーカが容易に取り組めて、結果として建築業界ユーザの皆様の役に立つ仕様になることを願っておりま


す。


メーカー
〇


120 BLC仕様の策定を進め、建築業界関係者の皆様が共有して使えるBIMライブラリーサイトの構築を目指していま


すので、今後共ご協力をお願いいたします。


121 本コンソーシアムの理念とコンセプトには賛成。ただし、ビジネスメリットが見えないことには自社への説明が難しい。 設計 〇 〇 121 メリットは報告書素案P4～6、PPT P4に記載していますが、よりわかりやすい資料を示したいと思います。


122 「標準として作成することに賛成である」にしましたが、決まっていないことも多く、今後も検討が必要だと考えています。 その他 〇 〇 122 検討を継続します。


123 日本のユーザーにとって使いやすい、日本仕様のBIMコンテンツ開発が望まれると思いますが、その要件定義は国内のパワーユーザーの知


見にアクセスする必要があると思われますがいかがでしょうか。


その他
〇 〇


123 BLCの各部会にご参加いただいております。


124 慣習、法制度などの枠組みがどのように変われば業界全体的な効率化、利益になるか（エコシステム）が透けて見えてくるようなサイトに


なると参画企業が今以上に多くなるかもしれません。


その他
〇


124 検討を継続します。


124 カテゴリー分け、分類コードなど業界標準化の議論を深めることが必要かもしれません。 その他 〇 〇 124 112項に同じ ⑬


全回答者数：54、質問数：124
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賛否の理由


36名 6名


ユーザー自身で入力するのは大変であるから（属性情報） 一 コストコントロール、概算、積算等のコスト管理に使いたい。


人手不足などからBIMの活用が必要となりそうなため 部 素案p4.メーカーのメリットとして、ユーザーに迅速に伝わるとあるが、更新の頻度、アナウンスの方法は具体


的にどうなるのでしょうか。


早期に標準を作成・展開することが必要と考えます。 修


賛 パラメータの取得が容易になる。 正


オブジェクトの共通化・標準化ができる。 新たに追加された以下の仕様属性について、仕様（内容）が明確になっていませんので、検討・調整が必要だと


考えます。


・分類グループ(1210)・製品グループ(1220)・製品写真(サムネイル)(1410)・3Dファイル形式(1450)・製品出荷


対象(1550)


分かりやすくまとまっており、設計施工に活用できる。 11名


言わば「お墨付き」がつくことでの、集計精度の向上効果は高い。 ライブラリを使用するのにはBLCの会員である必要があるか？


標準化を強く望むので、賛成です。 わ これでライブラリ作成が進むのか疑問。誰が手間をかけて作成するのか？作成者本人のメリットが感じられな


い。強制力がない。具体的な活用シーンもイメージできない。作成するのに標準は必要なため か


成 標準化の推進により、生産性の向上が期待できると考えるため ら


NBSに準拠しつつ、STEMを継承している点。 な 　個人的意見ではありますが１点だけ提案させていただきます。


　BLCでは建材を扱うメーカーに対し広く参加を呼び掛けることになると思われますが、C-CADEC等に参加せ素案としては概ね賛同できる い メーカの立場からいたしますと、本仕様がStemの延長線と言う位置づけであることは、全く新しいデータを1か


ら作ることと比較して大変助かるお話しです。ただ、BIMとしてカバーしなければならない属性項目(例えばFM作成・読込双方の負担を減らす為、3Ｄ図のフォーマットをＩＦＣ形式等に統一して欲しい。 -


業界全体として生産性の向上、FMなど従来の建設業の仕事の枠組みが広がることが期待できる。 本コンソーシアムの理念とコンセプトには賛成。ただし、ビジネスメリットが見えないことには自社への説明が


難しい。より多くのお方にBIMを使っていただき、普及させる為に必要と考えます。


ジェネリックオブジェクトのライブラリ整備は社会的要請だから


条件付きですが（特に下記の1と２） 反対　00名


BLC-BIM オブジェクト標準の活用にあたり、ユーザーが必要に応じて手を加える必要が生じると思われます。


BLC-BIM 標準に倣ってユーザー自ら BIM オブジェクトを作成した場合、BLC データの位置付けはどのようにな


るのでしょうか。ユーザーが自由に使用できると考えてよいでしょうか。


BLC標準の認証などのインセンティブの与え方、確認申請等建設プロセスでのキーとなる部分に使える標準（認


証済）ライブラリとすることも普及の上では重要と考えます。


ArchiCADというBIM用のCADソフトウェアで、3次元データを作成しています。これは、他のソフトで作成した


3次元データをArchiCADに変換するとどうしてもデータ容量が大きくなり、お客様に受け入れられなかったため


です。BLCで提供いただけるソフトで作成した3次元データも、おそらく各種BIMソフトウェアに変換すること


賛成


68%


一部修正


11%


わからない


21%


反対


0%
全回答者


賛成 一部修正 わからない 反対


賛成


69%


一部修正


12%


わからな


い


19%


反対


0%


BLC正会員＋特別会員・回答者


賛成 一部修正 わからない 反対


賛成


56%


一部修正


11%


わからな


い


33%


反対


0%
非会員・回答者


賛成 一部修正 わからない 反対


賛成 36


一部修正 6


わからない 11


反対 0


計 53


賛成 29


一部修正 5


わからない 8


反対 0


計 42


賛成 5


一部修正 1


わからない 3


反対 0


計 9


賛成


94%


一部修正


2% わからな


い


4%


反対


0%BLC正会員+特別会員


賛成 一部修正 わからない 反対


賛成 217


一部修正 5


わからない 8


反対 0


計 230


賛成


73%


一部修正


11%


わからな


い


16%


反対


0%


BLC正会員・回答者


賛成 一部修正 わからない 反対


賛成 27


一部修正 4


わからない 6


反対 0


計 37


賛成


95%


一部修正


2% わからな


い


3%


反対


0%BLC正会員


賛成 一部修正 わからない 反対


賛成 171


一部修正 4


わからない 6


反対 0


計 181
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※無回答は賛成とみなす　　 　　　　　　　　　　　　　　　※無回答は賛成とみなす


賛成 171


一部修正 4


わからない 6


反対 0


計 181
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各規約検討事項 


各規約の検討事項 


（各規約においてアンケートの指摘・意見を反映することを検討する箇所） 


 


註： 【利用規約】BIMオブジェクト利用規約 


【提供規約】BIMオブジェクト提供規約 


【作成･利用契約】BIMオブジェクト作成・利用契約 


【構築･運用規約】BIMライブラリー構築･運用規約 


甲：BIMライブラリーコンソーシアム 


乙：【利用規約】ではユーザー/【提供規約】では主としてメーカー 


【作成・利用契約】では主としてベンダー/【構築･運用契約】ではライブラリ構築委託業者 


 


 使用許諾 


 運営費用の負担、規約への記載についての検討 


ライセンスの形態（個人/事業所/ボリュームライセンス） 


データの有償/無償 


 


【提供契約 4条】【作成･利用契約 4条】 


１） 乙は、乙の作成したBIM オブジェクトを、甲が運営するサーバーを介してユーザーが無償で使用する事を認


めるものとする。 


２） 乙は、ユーザーが自身の受注した業務のために乙のBIMオブジェクトが含まれるBIMデータを作成し、当該


受注業務に関係する建築主、施工会社、施設管理会社などの第三者に渡す可能性があることを承知するものと


する。 


３） 乙は、甲が乙から提供を受けた BIM オブジェクトを乙の所有していないソフトウェアでも使用できる様に加


工して、新しいBIM オブジェクトを作成することがあることを認めるものとする。この場合、乙は加工し新


しく作成したBIMオブジェクトの検証を求めることができる。 


 


 


 知的所有権の所在 


 データの改変の可否、許諾（ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの扱いの違い） 


知的所有権保護のための具体的な仕組み 


BLCマークを付与する仕組み（データ改変時に自動削除とすることが技術的に可能か） 


 


 ジェネリックオブジェクトをユーザーが改変・再登録する際の扱い 


知的所有権の所在、再登録・BLCマーク付与の推奨 


 


【利用規約 4条】 


１） ユーザーは、BIM オブジェクトには著作権を含む知的財産権が甲または原データ提供者にあることを承知の


上で利用するものとする。 


２） ユーザーが、BIM オブジェクトを内包する BIM データを第三者に提供する際には、BIM オブジェクトの内
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包事実と知的財産権の所在も合わせて第三者に確実に知らせるものとする。 


【提供規約 5条】【作成・利用契約 5条】 


乙は、BIMオブジェクトに対し著作権を含む知的財産権が乙にある事を主張する際は、以下の方法を取るもの


とする。 


１） 甲にBIMオブジェクトを提供する際に、権利の所在を検索データに明示する。 


２） ユーザーが権利の所在を知るため、BIM オブジェクト内部にコメントを残す、必要に応じ乙のサーバー上に


明示する。 


３） 乙は、前条３項により甲が加工した BIM オブジェクトを作成した場合、甲に対して前２項のどちらかの権利


所在を含むように求めることができる。 


【構築・運用契約 7条】 


１） 乙は、BIM オブジェクトには甲または別の作者の著作権を含む知的財産権がある事を承知し、その保護に努


めるものとする。また、乙はBIMオブジェクトに対する権利を主張しない。 


２） 乙は、BIM ライブラリーをアクセスするために作成したメニューおよび機能に対し、甲および乙の知的財産


権がある事を承知するものとする。ただし、乙が甲との契約前から所有していた機能に関しては、その範囲と


内容を甲に明示し、甲の権利が制限される可能性がある事を知らせるものとする。 


 


 


 不具合データの修正・更新 


【利用規約 5条】【提供契約7条】 


１） 乙が BIM ライブラリーの BIM オブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を甲にすみ


やかに知らせるものとする。 


２） 甲は、甲自身または乙が見つけた BIM オブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、


その修正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 


３） BIM オブジェクトの原データの提供者が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、


甲は修正されたBIMオブジェクトの提供を受け更新するものとする。 


→「すみやかに」を加えることを検討 


 


４） BIMライブラリーが更新された場合は、甲はその事実を乙に電子メールで知らせるものとする。 


→手法および頻度の記載検討 


 


 


 その他 


・モニタリング体制に関する記述 


・会員/非会員の取り扱い 
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規約事項 


 


基本規約事項（検討中） 


 


一般財団法人BIMライブラリー協議会（仮称）（以下、当法人という）が提供するBIMライブラリーWebサイ


ト（以下、当Webサイトという）を利用する企業、団体、教育機関等（以下、ユーザーという）は、当Webサイ


トを利用する前に以下の基本規約事項（以下、本事項という）等を守ることとする。 


 


第一条 定義 


１） BIMオブジェクト」とは、BIMライブラリーコンソーシアムの定める標準仕様に準拠して作成された形状お


よび属性で構成され、建築設計、積算、施工、運用、維持管理に対応したデータを表し、建築向け製品の製造


会社もしくは BIM ソトウェアのベンダーから提供されるもの、または BIM ライブラリーコンソーシアムで


計画され作成されたものをいう。 


２） 「BIMライブラリー」とは、BIMオブジェクトが集まったものをいう。 


３） 「属性データ」とは、寸法、重量、機能、性能、仕様、取扱説明書等の各種情報を指す。 


４） 「ユーザー」とはWebサイト利用者およびWebサイト利用者を介してBIMオブジェクトを利用する全ての


者を指す。 


 


第二条 アカウント 


１） 当Webサイトの利用を希望する者は、当法人に所定の事項を登録して IDおよびパスワードの組み合わせ


（以下、アカウントという）の発行を申請する。当法人は申請者から入手した登録情報を基にアカウントを


発行した時点で、当Webサイトの使用許諾とする。 


２） Webサイト利用者は当該アカウントの管理について一切の責任を負い、不正使用されないよう適切な処理を


する。 


３） Webサイト利用者は当該アカウントを用いて当Webサイトを介してBIMライブラリーにアクセスすること


ができる。 


４） Webサイト利用者は、継続利用を希望しないときは当該アカウントの削除を申請することができる。当法人


はこの申請により、当該アカウントを削除する。 


５） 当法人は、Webサイト利用者が９条に定める禁止事項に該当した場合、当該アカウントに対するアクセス制


限またはアカウント削除等、必要な措置を講じるものとする。 


 


第三条 利用の範囲 


１） Web サイト利用者は、BIM ライブラリーから必要な BIM オブジェクトをダウンロードし、自身が作成する


建築プロジェクト等で使用することができる。 


２） Web サイト利用者は自身以外のユーザーに本規約を周知し、本規約に同意したユーザーは、Web サイト利用


者がダウンロードしたBIMオブジェクトを使用することができる。 


 


第四条 利用状況の開示 


Webサイト利用者は、当Webサイトの利用状況をオブジェクト提供者に開示することに同意する。 
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第五条 守秘義務 


当法人、オブジェクト提供者およびユーザーは、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘


密を、本事項の有効期間および本事項解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 


 


第六条 Webサイトの定期点検 


当法人は、Webサイト利用者が当Webサイトを継続的に利用できるため、当Webサイトの一時停止による定期


点検を行うものとする。定期点検を行う際には、事前にWebサイト利用者に周知するものとする。 


 


第七条 知的所有権の所在 


ユーザーは、BIMオブジェクトには著作権を含む知的財産権が当法人またはデータ提供者に帰属することを承知


の上で利用するものとする。 


 


第八条 不具合データの修正・更新 


ユーザーおよびオブジェクト提供者は、BIMライブラリーのBIMオブジェクトの内容に不具合を見つけた際に


は、その事実を本法人にすみやかに知らせるものとする。 


 


第九条 禁止事項 


当法人は、ユーザーがBIMライブラリーの使用に際して以下の行為を行うことを禁止する。 


イ) 知的財産権の侵害行為 


ロ) 当WebサイトからダウンロードしたBIMオブジェクトを、当法人の許可無く不特定多数に配布する行為 


ハ) 当Webサイトに対し、不正なデータ、虚偽情報および不正なプログラムを書き込む行為 


ニ) 当法人、ユーザーおよびBIMオブジェクト提供者を誹謗中傷する行為 


ホ) 法令などに反する行為 


ヘ) その他、公序良俗に反する行為 


 


第十条 免責 


１） 当法人は、当Webサイトやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事由でBIMライブラリー


をWeb利用者が使用できなくなった場合、これに起因してユーザーが被った被害に対し責任を負わない。 


２） BIMライブラリー内のBIMオブジェクトに不具合があった場合も、当法人およびオブジェクト提供者はユー


ザーに対し責任を負わない。 


 


第十一条 個人情報 


当法人、オブジェクト提供者、ユーザーおよびWebサイト事業者は、当Webサイト利用に関連して相手方から


入手した個人情報（個人情報保護法 2 条 1 項に定められたものをいう。以下、「個人情報」という）について、当


Webサイト利用の目的の範囲で取り扱うものとし、その他の目的には使用しない。 


 


第十二条 規約の変更 


当法人は、必要に応じ本事項の修正を行うことができる。その修正の事実をユーザーおよびオブジェクト提供者


および当サイト事業者に知らせるものとする。 
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第十三条 損害賠償 


ユーザーが BIM ライブラリーの使用に際し、当法人に被害を与えたことが明らかな場合は、その損害を賠償す


るものとする。 


 


第十四条 規約の解除 


当法人またはオブジェクト提供者は以下の事由に基づき本事項を解除できるものとする。 


イ) 当法人がBIMライブラリー提供の運営を断念し、その承継者が見つからない場合 


ロ) 当法人およびオブジェクト提供者が、本事項の続行が不可能と認め、本事項違反など相当の事由がある場合 


 


第十五条 データの消去 


前条に基づき本事項を解除した場合、当法人は本Webサイト上のBIMライブラリーからオブジェクト提供者の


BIMオブジェクトを消去することとする。 


 


第十六条 裁判管轄 


本事項に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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BIMオブジェクト利用規約（検討中） 


 


BIMライブラリーコンソーシアム（以下、甲という）が提供するBIMライブラリーを利用する企業、団体、教


育機関（以下、乙という）は以下の規約を守るものとする。 


 


第一条 定義 


１） BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器


など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）からなる個々のデジタル・オブジェクト（以下、BIMオブジェ


クトという）で構成される。 


２） 各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、


BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、その他からなる。設計者も自身の設計に合わ


せてオブジェクトを作成することがあるが、この利用規則では扱わない。 


３） BIMデータは、BIM関連のソフトウェアで作られるデータである。一般にBIMオブジェクトを含んでいる。 


４） 知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この利


用規則ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 


５） ユーザーは、甲の提供する BIM ライブラリーを使用する乙の職員または乙の職域内にいる BIM 業務支援の


協力会社関係者を指す。 


 


第二条 アカウント 


１） 甲が提供するBIMライブラリー（以下、BIMライブラリーという）の利用開始にあたり、乙は甲に所定の事


項を届けた上でアカウント発行を要望するものとする。甲は乙より入手した所定事項を BIM ライブラリー運


営上に必要な範囲でのみ使用するものとする。 


２） 乙は甲より発行されたアカウントを乙が決めた責任者の管理下におき、アカウントが不正使用されないように


する義務を負う。アカウントの発行をもって乙は利用規則を承諾したことになる。 


３） アカウントを使い、ユーザーは BIM ライブラリーに無償でアクセスし必要な BIM オブジェクトをダウンロ


ードできる。 


４） 乙が、BIMライブラリーを利用しなくなる際には、早急にアカウントの利用停止を甲に知らせるものとする。


甲はこの申し出により、当該アカウントを削除する。 


 


第三条 利用の範囲 


１） ユーザーは、BIMライブラリーから必要なBIMオブジェクトをダウンロードし、自身が作成するBIMデー


タ内で使用することができる。 


２） ユーザーはダウンロードしたBIMオブジェクトを自身の業務に必要な範囲に限りコピーすることができる。 


３） ユーザーは、BIM オブジェクトを甲に無断で修正して使用することはできない。ただし、パラメータ付きの


BIMオブジェクトでは、その許容されたパラメータ値を使用したBIMオブジェクトの利用は認められる。 


 


第四条 知的所有権の所在 


１） ユーザーは、BIM オブジェクトには著作権を含む知的財産権が甲または原データ提供者にあることを承知の


上で利用するものとする。 


２） ユーザーが、BIMオブジェクトを内包するBIMデータを第三者に提供する際には、BIMオブジェクトの内


包事実と知的財産権の所在も合わせて第三者に確実に知らせるものとする。  
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第五条 不具合データの修正・更新 


１） 乙が BIM ライブラリーの BIM オブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を甲にすみ


やかに知らせるものとする。  


２） 甲は、甲自身または乙が見つけた BIM オブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、


その修正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 


３） BIM オブジェクトの原データの提供者が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、


甲は修正されたBIMオブジェクトの提供を受け更新するものとする。 


４） BIMライブラリーが更新された場合は、甲はその事実を乙に電子メールで知らせるものとする。 


 


第六条 禁止事項 


乙は、ユーザーが BIM ライブラリーに使用に際して以下の行為を行わないように合理的な措置をとるものとす


る。 


イ） データの無断改変・修正・コピーなど、知的財産権の侵害行為 


ロ） ダウンロードした複数のBIMオブジェクトを、無断で別途に立ち上げたサーバーを介して第三者に有償また


は無償で提供する行為 


ハ） 甲のBIMライブラリーのサーバーに対し、無断で不正なデータ、虚偽情報や不正なプログラムを書き込む行


為 


ニ） 甲または乙を誹謗中傷する行為 


ホ） 法律、条例などに反する行為 


ヘ） その他、公序良俗に反する行為 


 


第七条 免責 


１） 甲は、サーバーやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事由でBIM ライブラリーを乙が使


用できなった場合、これに起因して乙が被った被害に対し責任を負わない。 


２） 乙は、BIMオブジェクトを使用する際に注意を払って使うものとする。万一、BIMオブジェクトの内容が不


適切であった場合も、乙は甲に対し責任を問わない。 


 


第八条（個人情報） 


甲は、本件業務に関連して乙から入手した個人情報（個人情報保護法 2 条 1 項に定められたものをいう。以下、


「個人情報」という）について、本契約の目的の範囲で取り扱うものとし、その他の目的には使用しない。 


 


第九条 規約の変更 


甲は、必要に応じ利用規則の修正を行うことができる。その修正の事実を乙に電子メールで知らせるものとする。 


 


第十条 損害賠償 


乙が BIM ライブラリーの使用に際し、甲に被害を与えたことが明らかな場合は、その損害を賠償するものとす


る。 
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第十一条 協議 


１） 本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題


を解決するものとする。 


２） 前項の解決策によっては規約を変更し、乙にその旨を電子メールで知らせるものとする。 


 


第十二条（裁判管轄） 


本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 


 


以上 


 







BIM オブジェクト提供契約 


7 


BIMオブジェクト提供契約 A（検討中）（主として対メーカー） 


 


一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、乙


が作成したBIMオブジェクトを甲に提供するに際して以下の契約を結ぶものとする。 


 


第一条 定義 


１） BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器


など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）を表す個別のデジタルデータ（以下、BIMオブジェクトという）


で構成される。 


２） 各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、


BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、設計者が自社での利用のために作成したもの


などのうち、甲に提供されるものを指す。 


３） 知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この契


約ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 


４） ユーザーは、甲の運営するBIM ライブラリーに関して甲が使用許諾を与えた、会社や研究組織の職員、およ


び大学などの教育法人に属する教員およびその指導を受ける学生を指す。 


５） サーバーは、ユーザーがインターネットを介して BIM オブジェクトをアクセスできる機能を提供するコンピ


ュータ上の仕組みを指す。甲は、この仕組みを第三者のサーバー上に設定することがあるが、その場合も甲の


サーバーと称する。 


６） 検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 


 


第二条 提供準備 


１） 乙は、自身の提供するBIMオブジェクトを甲の指定する形式に沿うように作成または修正するものとする。 


２） 乙は自身のBIM オブジェクトをユーザーが検索しやすくするため、甲の指定する形式に基づいた検索データ


をBIMオブジェクトとは別に作成するものとする。 


３） 甲は、乙の提供する予定のBIM オブジェクトが甲の指定する形式に合致しているかどうかをユーザーに提供


する前に検査する事ができ、その合否を乙に知らせるものとする。 


４） 前項に先立ち、乙は甲に対し、甲の検査方法を使って合否を自身で判定する手段を乙に提供する様に要望する


事ができる。 


５） 乙は、BIM オブジェクトまたは検索データを甲の指定する形式で作成する際に問題が生じ解決が難しい場合


は、その問題内容を明示し、可能であれば修正案も提示するものとする。 


第三条 提供方法 


乙は甲に対し BIM オブジェクトと検索データを提供するに際し、以下のどちらかの方法を取るものとし、甲に


その方法を知らせるものとする。 


１） BIMオブジェクトおよび検索データを甲に提供し、甲のサーバー上にどちらも置く。 


２） BIMオブジェクトは乙のサーバーにおき、検索データのみを甲のサーバー上に置く。この場合、乙のオブジェ


クトは甲のサーバーを経由して乙のサーバーからアクセスされる。 
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第四条 使用許諾 


１） 乙は、乙の作成したBIM オブジェクトを、甲が運営するサーバーを介してユーザーが無償で使用する事を認


めるものとする。 


２） 乙は、ユーザーが自身の受注した業務のために乙のBIMオブジェクトが含まれるBIMデータを作成し、当該


受注業務に関係する建築主、施工会社、施設管理会社などの第三者に渡す可能性があることを承知するものと


する。 


３） 乙は、甲が乙から提供を受けた BIM オブジェクトを乙の所有していないソフトウェアでも使用できる様に加


工して、新しいBIM オブジェクトを作成することがあることを認めるものとする。この場合、乙は加工し新


しく作成したBIMオブジェクトの検証を求めることができる。 


 


第五条 知的所有権の所在 


乙は、BIMオブジェクトに対し著作権を含む知的財産権が乙にある事を主張する際は、以下の方法を取るもの


とする。 


１） 甲にBIMオブジェクトを提供する際に、権利の所在を検索データに明示する。 


２） ユーザーが権利の所在を知るため、BIM オブジェクト内部にコメントを残す、必要に応じ乙のサーバー上に


明示する。 


３） 乙は、前条３項により甲が加工した BIM オブジェクトを作成した場合、甲に対して前２項のどちらかの権利


所在を含むように求めることができる。 


 


第六条 検索履歴 


甲は、乙からBIMオブジェクトの提供を受けた後は、〇ヶ月ごとに乙の提供するBIMオブジェクトに対する


検索履歴などのレポートを乙に提供するものとする。 


 


第七条 不具合データの修正・更新  


１） 甲または乙が BIM ライブラリーの BIM オブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を


乙または甲にすみやかに知らせるものとする。  


２） 甲または乙は、見つかったBIM オブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、その修


正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 


３） 乙が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、甲は修正された BIM オブジェクトの


提供を受け更新するものとする。 


 


第八条 責任範囲 


乙は甲に提供した BIM オブジェクトの瑕疵に起因して、ユーザーが損害を受けたとしても責任を負わない。ま


た甲もユーザーの損害に対する責任を負わない。甲は、ユーザーに対する規約にこの免責事項を含むものとする。 


 


第九条 契約の解除 


甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 


１） 甲がBIMライブラリーの運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 


２） 甲および乙が、本契約の続行が不可能と認める契約違反など、相当の事由がある場合。 


  







BIM オブジェクト提供契約 


9 


第十条 データの消去 


前条に基づき契約を解除した場合、甲は責任を持ってBIMライブラリーから乙のBIMオブジェクトを消去する


義務を負い、乙はその実施結果を確認するものとする。 


 


第十一条 守秘義務 


甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契


約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 


 


第十二条 期間 


本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面によ


る通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 


 


第十三条 協議 


本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を


解決する者とする。 


 


第十四条（裁判管轄）  


本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 


 


以上 
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BIMオブジェクト作成・利用契約 B（検討中）（主として対ベンダー） 


 


一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、乙


が作成したBIMオブジェクトを甲に提供するに際して以下の契約を結ぶものとする。 


 


第一条 定義 


１） BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器


など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）を表す個別のデジタルデータ（以下、BIMオブジェクトという）


で構成される。 


２） 各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、


BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、設計者が自社での利用のために作成したもの


などのうち、甲に提供されるものを指す。 


３） 知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この契


約ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 


４） ユーザーは、甲の運営するBIM ライブラリーに関して甲が使用許諾を与えた、会社や研究組織の職員、およ


び大学などの教育法人に属する教員およびその指導を受ける学生を指す。 


５） サーバーは、ユーザーがインターネットを介して BIM オブジェクトをアクセスできる機能を提供するコンピ


ュータ上の仕組みを指す。甲は、この仕組みを第三者のサーバー上に設定することがあるが、その場合も甲の


サーバーと称する。 


６） 検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 


 


第二条 提供準備 


１） 乙は、自身のソフトウェアで使用できる BIM オブジェクトを甲の指定する形式に沿うように作成または修正


して提供するものとする。また、このBIMオブジェクトを自身のソフトウェアに組み込むこともできる。 


２） 乙は自身のBIM オブジェクトをユーザーが検索しやすくするため、甲の指定する形式に基づいた検索データ


をBIMオブジェクトとは別に作成するものとする。 


３） 乙は、甲が所有するBIMオブジェクトの検査ソフトを使って、作成または修正したBIMオブジェクトを検査


するものとする。 


４） 乙は、BIM オブジェクトまたは検索データを甲の指定する形式で作成する際に問題が生じ解決が難しい場合


は、その問題内容を明示し、可能であれば修正案も提示するものとする。 


 


第三条 提供方法 


乙は甲に対し BIM オブジェクトと検索データを提供するに際し、以下のどちらかの方法を取るものとし、甲に


その方法を知らせるものとする。 


１） BIMオブジェクトおよび検索データを甲に提供し、甲のサーバー上にどちらも置く。 


２） BIMオブジェクトは乙のサーバーにおき、検索データのみを甲のサーバー上に置く。この場合、乙のオブジェ


クトは甲のサーバーを経由して乙のサーバーからアクセスされる。 


 


  







BIM オブジェクト作成・利用契約 


11 


第四条 使用許諾 


１） 乙は、乙の作成したBIM オブジェクトを、甲が運営するサーバーを介してユーザーが無償で使用する事を認


めるものとする。 


２） 乙は、ユーザーが自身の受注した業務のために乙のBIMオブジェクトが含まれるBIMデータを作成し、当該


受注業務に関係する建築主、施工会社、施設管理会社などの第三者に渡す可能性があることを承知するものと


する。 


３） 乙は、甲が乙から提供を受けた BIM オブジェクトを乙の所有していないソフトウェアでも使用できる様に加


工して、新しいBIM オブジェクトを作成することがあることを認めるものとする。この場合、乙は加工し新


しく作成したBIMオブジェクトの検証を求めることができる。 


 


第五条 知的所有権の所在 


乙は、BIMオブジェクトに対し著作権を含む知的財産権が乙にある事を主張する際は、以下の方法を取るもの


とする。 


１） 甲にBIMオブジェクトを提供する際に、権利の所在を検索データに明示する。 


２） ユーザーが権利の所在を知るため、BIM オブジェクト内部にコメントを残す、必要に応じ乙のサーバー上に


明示する。 


３） 乙は、前条３項により甲が加工した BIM オブジェクトを作成した場合、甲に対して前２項のどちらかの権利


所在を含むように求めることができる。 


 


第六条 検索履歴 


甲は、乙からBIMオブジェクトの提供を受けた後は、〇ヶ月ごとに乙の提供するBIMオブジェクトに対する


検索履歴などのレポートを乙に提供するものとする。 


 


第七条 不具合データの修正・更新 


１） 甲または乙が BIM ライブラリーの BIM オブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を


乙または甲にすみやかに知らせるものとする。  


２） 甲または乙は、見つかったBIM オブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、その修


正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 


３） 乙が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、甲は修正された BIM オブジェクトの


提供を受け更新するものとする。 


 


第八条 責任範囲 


乙は甲に提供した BIM オブジェクトの瑕疵に起因して、ユーザーが損害を受けたとしても責任を負わない。ま


た甲もユーザーの損害に対する責任を負わない。甲は、ユーザーに対する規約にこの免責事項を含むものとする。 


 


第九条 契約の解除 


甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 


１） 甲がBIMライブラリーの運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 


２） 甲および乙が、本契約の続行が不可能と認める契約違反など、相当の事由がある場合。 
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第十条 データの消去 


前条に基づき契約を解除した場合、乙の BIM オブジェクトのどのデータを消去するかを甲と相談するものとす


る。消去する場合、甲は責任を持ってBIMライブラリーから該当する乙のBIMオブジェクトを消去する義務を負


い、乙はその実施結果を確認するものとする。 


 


第十一条 守秘義務 


甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契


約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 


 


第十二条 期間 


本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面によ


る通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 


 


第十三条 協議 


本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を


解決する者とする。 


 


第十四条（裁判管轄）  


本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 


 


以上 
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BIMライブラリー構築・運用契約（検討中） 


 


一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、甲


が BIM オブジェクトを乙のサーバーを経由してユーザーへ提供するにあたり、甲が乙に委託する業務に関して、


以下の契約を結ぶものとする。 


 


第一条 定義 


１） BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器


など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）を表す個別のデジタルデータ（以下、BIMオブジェクトという）


で構成される。 


２） 各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、


BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、設計者が自社での利用のために作成したもの


などのうち、甲の指示に基づき乙に提供されるものを指す。 


３） 知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この契


約ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 


４） ユーザーは、乙のサーバーを使って BIM ライブラリーをアクセスする事に関して甲が使用許諾を与えた、会


社や研究組織の職員、および大学などの教育法人に属する教員およびその指導を受ける学生を指す。また、甲


および甲が承知したBIMオブジェクトの提供者もユーザーとする。 


５） サーバーは、ユーザーがインターネットを介して BIM オブジェクトをアクセスできる機能を提供する乙のコ


ンピュータ上の仕組みを指す。 


６） 検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 


 


第二条 委託する業務と確認 


１） 乙は、甲が企図したサーバー上のメニューおよび BIM ライブラリーを甲と協議の上で構築する業務、および


BIMオブジェクトのBIMライブラリーへの初期登録業務を、甲から委託され受託する。この際、乙はまず協


議に基づき仕様書を作成するものとする。乙は自身が以前から所有していたサーバー上の機能を基にしてメニ


ューおよびBIM ライブラリーを構築することもできるが、甲にその範囲と内容を事前に伝えるものし、仕様


書にも明示するものとする。 


２） 乙は、構築されたメニューおよび BIM ライブラリーを甲およびユーザーが使用できる環境を契約期間の間、


維持する業務を甲から委託され受託する。この期間中に BIM オブジェクトを BIM ライブラリーに登録また


は変更する業務は、原則として甲またはユーザーが行うものとする。 


３） 甲は委託期間の間に、BIMライブラリーの維持に必要なソフトを乙に提供することがある。この場合、乙はサ


ーバー上でそのソフトをユーザーが使用できる機能を設定するものとする。 


４） 乙は第二項の業務期間中に、ユーザーの BIM ライブラリーの検索の際に、乙のサーバー上のメニューを経由


してユーザーのアクセスがBIM オブジェクトを提供する会社のサイトへ及ぶ事がある事、およびそのための


機能を初期構築の際に付加する事を承諾するものとする。 


５） 万一、契約が解除された場合には、乙は甲に対して、６０日以内に仕様書およびBIM ライブラリーおよびメ


ニューのバックアップを甲が読み取れる形式で渡すものとする。 


６） 乙は、甲から委託された業務を第三者に再委託してはならない。 
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第三条 報酬 


１） 甲は乙に対し、初期の環境構築費用として、〇〇〇万円を完了時までに契約時と業務完了時の２回に分けて支


払うものとする。甲は、乙から業務が完了した旨の連絡を受けた後、メニューおよび BIM ライブラリーが甲


の企図した通りに構築されたか確認するものとする。 


２） 甲は、乙に対し、BIMライブラリーサーバーの維持管理費用として、年〇〇〇万円を毎年、双方で合意した月


の月末までに支払うものとする。 


３） BIMライブラリーサーバー内のBIMライブラリー容量が当初予定した容量を大きく超えた際は、甲乙は協議


の上で前項の費用を見直すものとする。 


 


第四条 管理者 


乙は、甲の委託した第二条の業務を実行するにあたり、業務の管理者を決め、甲に知らせるもととする。管理者


は甲からの問い合わせ、および業務遂行上の問題確認とその解決に責任を持ってあたることとする。 


 


第五条 ユーザー 


１） 甲は、乙に対し新規ユーザーに関する情報を適宜、知らせるものとし、乙はそのユーザーが BIM ライブラリ


ーをアクセスできる様に計らうものとする。 


２） BIM ライブラリーに関するユーザーの権利は、甲が提供する情報に基づき乙は以下のどれかに設定するもの


とする。 


イ）BIMライブラリー上のすべてのオブジェクトの検索と読み取り 


ロ）BIMライブラリー上のすべてのオブジェクトの検索と読み取り、更新、書き込み 


ハ）自身の提供するBIMオブジェクトに対する検索と読み取り、更新、書き込み、または提供した以外のBIM


オブジェクトの検索と読み取り 


 


第六条 アクセスの監視 


１） 乙は、BIM オブジェクトに対するアクセス情報を収集し、〇ヶ月毎に甲に指定された形式のレポートデータ


として知らせるものとする。 


２） 乙は、BIMオブジェクトに対し、ユーザーが不正に更新または書き込みをした場合、または不明なユーザーが


BIM ライブラリーにアクセスした場合は、速やかにその事実を甲に知らせると共に、そのユーザーのアクセ


スを拒否するなど適切な措置をとるものとする。 


 


第七条 知的所有権の所在 


１） 乙は、BIM オブジェクトには甲または別の作者の著作権を含む知的財産権がある事を承知し、その保護に努


めるものとする。また、乙はBIMオブジェクトに対する権利を主張しない。 


２） 乙は、BIM ライブラリーをアクセスするために作成したメニューおよび機能に対し、甲および乙の知的財産


権がある事を承知するものとする。ただし、乙が甲との契約前から所有していた機能に関しては、その範囲と


内容を甲に明示し、甲の権利が制限される可能性がある事を知らせるものとする。 


 


第八条 免責 


甲および乙はBIMライブラリーおよびBIMオブジェクトの瑕疵に起因して、ユーザーが損害を受けたとしても


責任を負わない。甲は、ユーザーと結ぶ規約にこの免責事項を明示するものとする。 
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第九条 サーバーのダウン対策 


１） 乙は、BIMライブラリーのサーバーが機能不全になる場合に備え、BIMライブラリーおよびメニューのバッ


クアップを適宜取るものとする。 


２） 通常の運用時に万一、BIM ライブラリーのサーバーがダウンした場合は、速やかに甲にその事実を知らせる


と共に、早急な復旧に努めるものとする。 


３） 地震、天災などやむを得ない事情により、サーバーがダウンした場合は、早期復旧に向け甲と乙は相談して対


応するものとする。 


 


第十条 契約の解除 


１） 甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 


イ）甲がBIMライブラリー提供の運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 


ロ）甲および乙が、本契約の続行が不可能と認める契約違反など相当の事由がある場合。 


２） 契約解除が年度途中である場合、維持管理委託費用を月割りした残額を甲乙双方で相談の上、解約金または違


約金を含んで精算するものとする。 


３）  


第十一条 データの消去 


前条に基づき契約を解除した場合、乙は、第二条３項の作業をした後、責任を持ってBIMライブラリーからBIM


オブジェクトを消去する義務を負い、甲はその実施結果を確認するものとする。 


 


第十二条 守秘義務 


甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契


約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 


 


第十三条 期間 


本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面によ


る通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 


 


第十四条 協議 


本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を


解決する者とする。 


 


第十五条（裁判管轄）  


本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 


 


以上 
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規約事項の検討事項 


 


註： 【利用規約】BIMオブジェクト利用規約 


【提供規約】BIMオブジェクト提供規約 


【作成･利用契約】BIMオブジェクト作成・利用契約 


【構築･運用規約】BIMライブラリー構築･運用規約 


甲：BIMライブラリーコンソーシアム 


乙：【利用規約】ユーザー/【提供規約】主としてメーカー 


【作成・利用契約】主としてベンダー/【構築･運用契約】ライブラリ構築委託業者 


 


使用許諾 


【提供契約4条】【作成･利用契約4条】 


１） 乙は、乙の作成したBIM オブジェクトを、甲が運営するサーバーを介してユーザーが無償で使用する事を認


めるものとする。 


２） 乙は、ユーザーが自身の受注した業務のために乙のBIMオブジェクトが含まれるBIMデータを作成し、当該


受注業務に関係する建築主、施工会社、施設管理会社などの第三者に渡す可能性があることを承知するものと


する。 


３） 乙は、甲が乙から提供を受けた BIM オブジェクトを乙の所有していないソフトウェアでも使用できる様に加


工して、新しいBIM オブジェクトを作成することがあることを認めるものとする。この場合、乙は加工し新


しく作成したBIMオブジェクトの検証を求めることができる。 


 


→運営費用の負担、規約への記載についての検討 


ライセンスの形態（個人/事業所/ボリュームライセンス） 


データの有償/無償 


 


知的所有権の所在 


【利用規約4条】 


１） ユーザーは、BIM オブジェクトには著作権を含む知的財産権が甲または原データ提供者にあることを承知の


上で利用するものとする。 


２） ユーザーが、BIM オブジェクトを内包する BIM データを第三者に提供する際には、BIM オブジェクトの内


包事実と知的財産権の所在も合わせて第三者に確実に知らせるものとする。 


【提供規約5条】【作成・利用契約5条】 


乙は、BIMオブジェクトに対し著作権を含む知的財産権が乙にある事を主張する際は、以下の方法を取るもの


とする。 


１） 甲にBIMオブジェクトを提供する際に、権利の所在を検索データに明示する。 


２） ユーザーが権利の所在を知るため、BIM オブジェクト内部にコメントを残す、必要に応じ乙のサーバー上に


明示する。 


３） 乙は、前条３項により甲が加工した BIM オブジェクトを作成した場合、甲に対して前２項のどちらかの権利


所在を含むように求めることができる。 


【構築・運用契約7条】 


１） 乙は、BIM オブジェクトには甲または別の作者の著作権を含む知的財産権がある事を承知し、その保護に努


めるものとする。また、乙はBIMオブジェクトに対する権利を主張しない。 
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２） 乙は、BIM ライブラリーをアクセスするために作成したメニューおよび機能に対し、甲および乙の知的財産


権がある事を承知するものとする。ただし、乙が甲との契約前から所有していた機能に関しては、その範囲と


内容を甲に明示し、甲の権利が制限される可能性がある事を知らせるものとする。 


 


→データの改変の可否、許諾（ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの扱いの違い） 


知的所有権保護のための具体的な仕組み 


BLCマークを付与する仕組み 


 


→ジェネリックオブジェクトをユーザーが改変・再登録する際の扱い 


（知的所有権の所在、再登録・BLCマーク付与の推奨） 


 


不具合データの修正・更新 


【利用規約5条】【提供契約7条】 


１） 乙が BIM ライブラリーの BIM オブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を甲にすみ


やかに知らせるものとする。 


２） 甲は、甲自身または乙が見つけた BIM オブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、


その修正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 


３） BIM オブジェクトの原データの提供者が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、


甲は修正されたBIMオブジェクトの提供を受け更新するものとする。 


 


→「すみやかに」を加えることを検討 


 


４） BIMライブラリーが更新された場合は、甲はその事実を乙に電子メールで知らせるものとする。 


 


→手法および頻度の検討 


 


その他検討事項 


・モニタリング体制に関する記述 


・会員/非会員の取り扱い 


 








  資料 運１４－７ 


平成 30 年度 BLC 各部会等の開催スケジュール（案）    2018/10/25 更新 


年・月 BLC 部会の活動、場所 WG 等の活動 


平成 30 年 


4 月 


 ★4/13建築WG 


★4/27建築WG 


 


 


5 月 


 


 


5/ 8 (火) 15:00-17:00 設備部会  @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


5/10(木) 16:00-17:30 在り方部会 @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


5/14(月) 15:00-17:00 運用部会   @ｱﾙｶﾃﾞｨｱ市ヶ谷 会議室 


5/16(水) 10:00-12:00 建築部会   @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


5/21(月) 14:00-17:30 BLC H30 年度第 1 回総会 @TDB ホール 


 


★5/12建築WG 


 


★5/26建築WG 


★5/30建築WG 


6 月 6/29(金) 13:30-15:30 在り方 WG ユーザーヒアリングﾞ 


@建築保全ｾﾝﾀｰ会議室 


★6/13建築WG 


★6/27建築WG 


 


7 月 


 


7/19(木) 13:30-15:30 在り方 WG メーカーヒアリングﾞ 


@建築保全ｾﾝﾀｰ会議室 


7/19(木) 15:30-17:30 設備部会  @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


★7/11建築WG 


★7/25建築WG 


 


8 月 8/7(火) 13:30-15:30 BIM ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ標準 素案説明会 


8/ 8 (水) 13:30-15:30 建築部会  @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


 


★8/22建築WG 


 


9 月 


 


9/ 3(月) 15:00～17:00 設備部会  @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


9/19 (水) 15:30-16:30 在り方部会 @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


9/20 (木) 15:00-17:00運用部会  @㈱CST-GSA事業部会議室 


 


★9/12建築WG 


 


10 月 10/ 4(木) 15:00-17:00 BLC H30 年度 臨時総会 @TDB ホール  


 


☆10/11建築WG 


◇10/25建築WG 


 


11 月 


 


11/19(月)16:00～18:00 建築部会  @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


11/26(月) 15:00-17:00 運用部会  @㈱CST-GSA 事業部会議室 


(11/2 設備確認) 


(11/7 設備コア) 


★11/29 建築 WG 


12 月 12/ 4(火) 15:30-17:30 設備部会   @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


 


 


☆12/13建築WG 


15:00～17:00 


平成 31 年 


1 月 


1/未定  16:00-17:30 在り方部会  @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


1/未定 **:**-**:** 設備部会   @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


1/上 建築 WG 


1/未 設備 WG 


1/下 建築 WG 


平成 31 年 


2 月 


2/未   **:**-**:**  建築部会  @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


2/25(月) 15:00-17:00 運用部会  @㈱CST-GSA 事業部会議室 


 


 


2/下 建築 WG 


平成 31 年 


3 月 


 


 


3/中 建築 WG 


★印の建築 WG の開催時間は、13：30～15：30 @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


☆印の建築 WG の開催時間は、15：00～17：00 @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


◇印の建築 WG の開催時間は、16：00～18：00 @建築保全ｾﾝﾀｰ 会議室 


※(一財)建築保全ｾﾝﾀｰ会議室 ：東京都中央区新川 1-24-8 東熱新川ビル 7F 


※(株)CST－GSA 事業部会議室：東京都新宿区四谷 1-4 四谷駅前ビル 3F 


※TDB ﾎｰﾙ（東京ダイヤビル 5 号館 1F）：東京都中央区新川 1-28-23 














